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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月

売上高 (百万円) ― ― ― 46,417 43,642

経常利益

又は経常損失（△）
(百万円) ― ― ― 6,325 △1,403

当期純利益

又は当期純損失（△）
(百万円) ― ― ― 3,666 △2,055

純資産額 (百万円) ― ― ― 15,023 12,631

総資産額 (百万円) ― ― ― 38,271 41,160

１株当たり純資産額 （円） ― ― ― 20,762.94 17,429.46

１株当たり当期純利益又

は当期純損失（△）
（円） ― ― ― 5,073.62 △2,844.03

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） ― ― ― 5,014.10 ―

自己資本比率 （％） ― ― ― 39.2 30.6

自己資本利益率 （％） ― ― ― 24.4 △14.9

株価収益率 （倍） ― ― ― 14.4 ―

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) ― ― ― 4,965 △2,833

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) ― ― ― △11,631 △8,128

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) ― ― ― 10,103 6,547

現金及び現金同等

物の期末残高
(百万円) ― ― ― 6,429 2,014

従業員数 （名） ― ― ― 1,093 1,342

　（注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　第９期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３　第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期

純損失であるため、記載しておりません。

４　第10期の株価収益率については、1株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月

売上高 (百万円) 11,444 21,830 33,962 45,833 40,520

経常利益

又は経常損失（△）
(百万円) 1,447 3,501 5,153 6,857 △167

当期純利益

又は当期純損失（△）
(百万円) 674 2,049 2,905 4,172 △1,697

持分法を適用した場合の

投資利益
(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 2,937 2,949 2,949 2,949 2,949

発行済株式総数 （株） 23,946 722,700 722,700 722,700 722,700

純資産額 (百万円) 6,886 8,959 11,865 15,676 13,617

総資産額 (百万円) 14,250 17,185 19,212 32,340 35,082

１株当たり純資産額 （円） 287,565.25 12,397.44 16,418.32 21,691.30 18,842.61

１株当たり配当額

（内、１株当たり

中間配当額）

（円）

（円）

―

(―)

―

(―)

500

(―)

500

(―)

―

(―)　

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
（円） 31,634.21 2,839.56 4,020.88 5,772.98 △2,348.69

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） 30,920.98 2,802.82 3,973.26 5,705.26 ―

自己資本比率 （％） 48.3 52.1 61.8 48.5 38.8

自己資本利益率 （％） 16.5 25.9 27.9 30.3 △11.6

株価収益率 （倍） 66.7 42.3 46.0 12.6 ―

配当性向 （％） ― ― 12.4 8.7 ―

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 2,155 4,737 4,277 ― ―

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △4,453 △4,907 △3,427 ― ―

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 7,163 △1,733 △1,795 ― ―

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 5,685 3,781 2,837 ― ―

従業員数 （名） 342 535 797 978 1,097

　（注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、第７期までは関連会社が存在しないため、また、第８期は関連

会社の重要性が乏しいため記載しておりません。

３　平成16年1月28日をもって、3,000株の有償一般募集増資を行っております。

４　平成15年12月8日開催の取締役会決議により、平成15年12月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は

記録された株主の所有株式数を、平成16年2月20日付をもって１株を３株に分割いたしました。これにより株

式数は13,898株増加しております。

５　平成16年4月12日開催の取締役会決議により、平成16年4月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は

記録された株主の所有株式数を、平成16年6月18日付をもって１株を３株に分割いたしました。これにより株

式数は48,012株増加しております。

６　平成16年9月10日開催の取締役会決議により、平成16年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は

記録された株主の所有株式数を、平成16年11月19日付をもって１株を10株に分割いたしました。これにより

株式数は650,187株増加しております。

７　第９期から連結財務諸表を作成しているため、第９期及び第10期の「持分法を適用した場合の投資利益」

「営業活動によるキャッシュ・フロー」「投資活動によるキャッシュ・フロー」「財務活動によるキャッ
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シュ・フロー」「現金及び現金同等物の期末残高」の記載を省略しております。

８　第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期

純損失であるため、記載しておりません。

９　第10期の株価収益率及び配当性向については、1株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。

EDINET提出書類

株式会社　テイクアンドギヴ・ニーズ(E05248)

有価証券報告書

 4/98



２【沿革】

平成10年10月 挙式・披露宴に関する企画、立案、演出等のサービス提供を目的として、株式会社

　 テイクアンドギヴ・ニーズを設立

　 ハウスウェディング事業を開始

　 レストラン「アンティコ　ブッテロ」にて営業を開始

平成11年 5月 レストラン「寺子屋」にて営業を開始

平成11年12月 東京都港区南青山六丁目に本店移転

平成13年 6月 東京都渋谷区にて直営店「アーククラブ松濤」の営業を開始

　 （直営店型ハウスウェディング事業の展開を開始）　

平成13年 8月 東京都目黒区にて直営店「アーカンジェル代官山」の営業を開始

平成13年12月 ナスダック・ジャパン市場（現ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場）へ上場

平成14年 6月 東京都港区にて直営店「麻布迎賓館」の営業を開始

平成14年 9月 千葉県柏市にて直営店「アーセンティア迎賓館」の営業を開始

平成14年12月 東京都港区にて直営店「アーフェリーク白金」の営業を開始

平成15年 2月 栃木県宇都宮市にて直営店「アーカンジェル迎賓館」（宇都宮）の営業を開始

平成15年 3月 福岡県福岡市南区にて直営店「アーカンジェル迎賓館」（福岡）の営業を開始

　 直営店「アーククラブ松濤」契約期間満了により店舗閉鎖

平成15年 4月 愛知県名古屋市東区にて直営店「アーカンジェル迎賓館」（名古屋）の営業を開始

平成15年 6月 宮城県仙台市青葉区にて直営店「アーカンジェル迎賓館」（仙台）の営業を開始

平成15年 8月 福岡県福岡市博多区にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（福岡）の営業を開始

平成15年10月 熊本県熊本市にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（熊本）の営業を開始

平成15年11月 宮城県黒川郡富谷町にて直営店「アーセンティア迎賓館」（仙台）の営業を開始

平成15年12月 群馬県高崎市及び大阪府大阪市西区にて直営店「アーセンティア迎賓館」（高崎）

　 及び「アーセンティア迎賓館」（大阪）の営業を開始

平成16年 1月 茨城県水戸市にて直営店「アーククラブ迎賓館」（水戸）の営業を開始

平成16年 2月 広島県広島市西区にて直営店「アーククラブ迎賓館」（広島）の営業を開始

　 東京証券取引所市場第二部に株式上場

平成16年 3月 新潟県新潟市にて直営店「アーククラブ迎賓館」（新潟）の営業を開始

平成16年 4月 福島県郡山市にて直営店「アーククラブ迎賓館」（郡山）の営業を開始

平成16年 5月 兵庫県姫路市にて直営店「アーヴェリール迎賓館」（姫路）の営業を開始

平成16年 6月 愛知県名古屋市昭和区にて直営店「アーヴェリール迎賓館」（名古屋）の営業を開始

平成16年 7月 富山県富山市及び石川県金沢市にて直営店「アーヴェリール迎賓館」（富山）及び

　 「アーククラブ迎賓館」（金沢）の営業を開始

平成16年 9月 埼玉県さいたま市浦和区及び神奈川県横浜市中区にて直営店「アーヴェリール迎賓館」（大宮）　

及び「山手迎賓館」（横浜）の営業を開始

平成16年10月 神奈川県横浜市西区にて直営店「ベイサイド迎賓館」（横浜）の営業を開始

平成16年11月 東京都八王子市にて直営店「ヒルサイドクラブ迎賓館」（八王子）の営業を開始

平成16年12月 静岡県浜松市にて直営店「アーセンティア迎賓館」（浜松）の営業を開始

平成17年 1月 岡山県岡山市にて直営店「アーヴェリール迎賓館」（岡山）の営業を開始

平成17年 2月 兵庫県神戸市中央区にて直営店「ベイサイド迎賓館」（神戸）の営業を開始

平成17年 3月 兵庫県神戸市中央区にて直営店「山手迎賓館」（神戸）の営業を開始

平成17年 4月 大阪府大阪市中央区にて直営店「アーセンティア大使館」（大阪）の営業を開始

平成17年 5月 鹿児島県鹿児島市にて直営店「ベイサイド迎賓館」（鹿児島）の営業を開始

平成17年 6月 京都府京都市左京区にて直営店「北山迎賓館」（京都）の営業を開始

平成17年 7月 大阪府大阪市西区にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（大阪）の営業を開始

　 株式会社総合生活（連結子会社）及び株式会社ライフエンジェル（連結子会社）を設立

　 株式会社テイクアンドギヴ・アーツ（連結子会社）株式を取得

平成17年 8月 埼玉県さいたま市大宮区にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（大宮）の営業を開始

平成17年 9月 岐阜県岐阜市にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（岐阜）の営業を開始

平成17年10月 大阪府高石市にて直営店「ベイサイドパーク迎賓館」（大阪）の営業を開始

平成17年11月 東京都渋谷区及び広島県福山市にて直営店「SHOTO GALLERY」及び

　 「アーククラブ迎賓館」（福山）の営業を開始

平成17年12月 福岡県北九州市小倉北区にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（小倉）の営業を開始

平成18年 1月 千葉県千葉市中央区にて直営店「ベイサイドパーク迎賓館」（千葉）の営業を開始

平成18年 2月 長崎県長崎市にて直営店「ベイサイド迎賓館」（長崎）の営業を開始

　 株式会社アニバーサリートラベル（連結子会社）を設立
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平成18年 3月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

　 長野県長野市にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（長野）の営業を開始

　 株式会社Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ（連結子会社）を設立

平成18年 4月 大阪府大阪市中央区にて直営店「アクアガーデンテラス」（大阪）の営業を開始

平成18年 5月 愛媛県松山市にて直営店「ベイサイド迎賓館」（松山）の営業を開始

平成18年 6月 神奈川県横浜市港北区にて直営店「アクアテラス迎賓館」（新横浜）の営業を開始

平成18年 7月 静岡県沼津市にて直営店「アクアガーデン迎賓館」（沼津）の営業を開始

平成18年 8月 和歌山県和歌山市にて直営店「ベイサイド迎賓館」（和歌山）の営業を開始

　 北海道札幌市中央区にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（札幌）の営業を開始

平成18年 9月 三重県四日市市にて直営店「ガーデンクラブ迎賓館」（四日市）の営業を開始

　 株式会社パートナーエージェント（連結子会社）を設立

平成18年10月 滋賀県大津市にて直営店「アクアテラス迎賓館」（大津）の営業を開始

　 大分県大分市にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（大分）の営業を開始

平成18年11月 長野県松本市にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（松本）の営業を開始

平成18年12月 香川県高松市にて直営店「アーヴェリール迎賓館」（高松）の営業を開始

平成19年 1月 静岡県静岡市駿河区にて直営店「ベイサイド迎賓館」（静岡）の営業を開始

　 株式会社グッドラック・コーポレーションの第三者割当増資を引き受け連結子会社化

平成19年 2月 愛知県岡崎市にて直営店「アクアガーデン迎賓館」（岡崎）の営業を開始

　 静岡県静岡市駿河区にて直営店「アーセンティア迎賓館」（静岡）の営業を開始

平成19年 3月 神奈川県横浜市神奈川区にて直営店「コットンハーバークラブ」（横浜）の営業を開始

　 北海道札幌市中央区にて直営店「ヒルサイドクラブ迎賓館」（札幌）の営業を開始

平成19年 6月　 神奈川県茅ヶ崎市にて直営店「茅ヶ崎迎賓館」の営業を開始　

平成19年 9月　　 徳島県徳島市にて直営店「ヒルサイドクラブ迎賓館」（徳島）の営業を開始

平成20年 2月　　 東京都港区にて直営店「青山迎賓館」の営業を開始

平成20年 3月　 東京都渋谷区にて直営店「表参道ＴＥＲＲＡＣＥ」の営業を開始　
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び当社の連結子会社１３社で構成され、結婚及び結婚から派生する分野を中心に下記の事業

を展開しております。

　なお、従来、全セグメントの売上高の合計額、営業損益の合計額に占める「国内ウェディング事業」の割合がいず

れも90％を超えていたため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりましたが、「海外・リゾートウェ

ディング事業」及び「結婚派生事業」の重要性が増したことから、当連結会計年度より事業の種類別セグメント情報

を記載することといたしました。変更の内容については、「第５ 経理の状況 １.連結財務諸表等（1）注記事項（セグ

メント情報）」に記載のとおりであります。

　主な事業内容及び関係会社の状況は以下のとおりであります。

(1) 主な事業内容との関連

事業の種類別セグメントの名称 主要サービス 事業主体

国内ウェディング事業 国内におけるウェディングの運営
当社

連結子会社

海外・リゾートウェディング事業 海外・リゾートにおけるウェディングの運営 連結子会社

結婚派生事業
結婚準備及び生活を総合サポートするインターネットメディ

アの制作及び運営等の結婚に派生する事業
連結子会社　

(2) 事業系統図

　（注) 上記事業を展開する各企業は下記のとおりであります。

国内ウェディング事業 ： 株式会社 テイクアンドギヴ・ニーズ（当社）

海外・リゾートウェディング事業 ： 株式会社 グッドラック・コーポレーション

　　　　　　　GOODLUCK INTERNATIONAL CORPORATION

　　　　　　　GOODLUCK INTERNATIONAL BALI

　　　　　　　ARLUIS WEDDING（GUAM） CORPORATION
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結婚派生事業 ： 株式会社総合生活（インターネットメディア事業）

株式会社ライフエンジェル（金融事業）

株式会社パートナーエージェント（結婚情報サービス事業）

株式会社アニバーサリートラベル（旅行事業）

株式会社T&G Beauty（美容事業）

株式会社テイクアンドギヴ・アーツ（ギャラリー事業）
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
または
出資金

事業の種類別

セグメントの名称

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社） 　  　 　 　

株式会社 総合生活
東京都

港区
10百万円 結婚派生事業 100.0

役員の兼任

2名

資金援助あり

株式会社 ライフエンジェル
東京都

港区
140百万円 結婚派生事業 100.0

債務保証あり

役員の兼任

2名

株式会社 テイクアンドギヴ・アー

ツ

東京都

港区
10百万円 結婚派生事業 100.0

役員の兼任

2名

資金援助あり

株式会社 アニバーサリートラベル
東京都

港区
100百万円 結婚派生事業 51.0

役員の兼任

3名

資金援助あり

株式会社 Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ
東京都港

区
10百万円 結婚派生事業 51.0

役員の兼任

2名

資金援助あり

株式会社 パートナーエージェント

(注)２

東京都

港区
300百万円 結婚派生事業 100.0

役員の兼任

2名

資金援助あり

株式会社 グッドラック・コーポ

レーション(注)２

東京都

渋谷区
665百万円

海外・リゾートウェディ

ング事業
91.8

債務保証あり

役員の兼任

4名

資金援助あり

GOODLUCK INTERNATIONAL 

CORPORATION

米国

ハワイ州

110千

USドル

海外・リゾートウェディ

ング事業

91.8

(91.8)
―

GOODLUCK INTERNATIONAL BALI

インドネ

シア

バリ島

1,309百万

インドネシ

アルピア

海外・リゾートウェディ

ング事業

91.8

(91.8)
―

ARLUIS WEDDING(GUAM) COR

PORATION

米国

グアム

準州

200千

USドル

海外・リゾートウェディ

ング事業

91.8

(91.8)
―

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ

大阪 (注)３

東京都

港区
247百万円 国内ウェディング事業 ―

 当社が匿名

 組合出資

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ

小倉 (注)３

東京都

港区
207百万円 国内ウェディング事業 ―

 当社が匿名

 組合出資

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ

松山 (注)３

東京都

港区
248百万円 国内ウェディング事業 ―

 当社が匿名

 組合出資

　（注) １　「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。

２　特定子会社であります。

３　議決権は所有しておりませんが、実質的な支配力を持っているため連結子会社としたものであります。

４　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成20年 3月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

国内ウェディング事業 1,097

海外・リゾートウェディング事業　 105

結婚派生事業 140

合計 1,342

　（注) １　従業員数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であります。

　２　当連結会計年度における従業員数が前連結会計年度末に比べ249名増加しておりますが、これは主に事業拡大

に伴う定期及び期中採用によるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成20年 3月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（ヶ月） 平均年間給与（千円）

1,097 28.7 22.7 3,992

　（注) １　従業員は就業人員であります。

２　平均年間給与には、賞与その他を含んでおります。

３　当事業年度における従業員数が前事業年度末に比べ119名増加しておりますが、これは主に業容拡大に伴う定

期及び期中採用によるものであります。

(3) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　　当連結会計年度におけるわが国の経済は、サブプライムローン問題の拡大等による米国経済の減速によるドル　安、

原油価格高騰、個人消費の足踏み等が景気下押し要因となり景気回復のスピードは緩慢になりつつあるものの、引き

続き安定的な成長を確保できる見通しであります。

　当社グループが主事業を展開している挙式披露宴市場においては、少子化や晩婚化の影響が懸念されるものの、第

２次ベビーブーム世代の婚姻期が継続することで引き続き活性化しております。株式会社リクルート「ゼクシィ結

婚トレンド調査2007」(平成19年10月22日公表)によると、結婚にかかわる費用及び挙式披露宴費用は依然増加傾向に

あり、さらに、当社が提供しているハウスウェディングスタイルのシェアも19％まで増加いたしました。

　このような状況のもと、当社グループは国内ウェディング事業を中心に顧客ニーズに合ったサービスの提供に努め

るとともに、当社グループが長期的に成長するための基盤固めに向けた取り組みに注力してまいりました。具体的に

は、企業理念の策定と共有、組織体制の強化、労働環境の整備、要員の補強、人事制度の整備、研修制度の整備、システ

ム開発、商品サービスの見直し、施設のメンテナンス等に、取り組んでまいりました。

　なお、従来、全セグメントの売上高の合計額、営業損益の合計額に占める「国内ウェディング事業」の割合がいずれ

も90％を超えていたため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりましたが、「海外・リゾートウェディ

ング事業」及び「結婚派生事業」の重要性が増したことから、当連結会計年度より事業の種類別セグメント情報を

記載することといたしました。

　このため、事業の種類別セグメントの業績の前年同期比較は行っておりません。

（国内ウェディング事業）

　主力である国内ウェディング事業においては、集客数の向上と成約率につながる商品と人材の改善を目的とした対

策に注力してまいりました。

　まず広告宣伝部を新設し、効果的なメディアミックスを目的とした広告戦略の大幅な見直しを行いました。具体的

には、広告イメージの見直し、ホームページの大幅な刷新に加えて、地元メディアとタイアップしたイベントや食育

セミナーの開催などによる地域密着型の営業推進と店舗作りを進めてまいりました。これらによりお客様からの問

合せ数が大きく改善し、前年比を大幅に上回ることができました。今後は、新たなマーケティングに基づいた広告媒

体や営業ツールの見直しを行い、更なる集客力の向上につなげてまいります。

　商品と人材の改善への対策としては、支配人に対してリーダースキル研修とOJT研修の実施や定期ミーティングの

内容の刷新を行い、ウェディングプランナーに対して過去の経験値の共有、婚礼知識・オペレーションや企画提案力

・発想力を促進するプログラムを組み込んだ研修を行うことにより、顧客ニーズに応える商品開発とプロデュース

力を兼ね備えた人材の育成を目指しました。

　その他の主要な取り組みといたしましては経年により競争力が低下しつつある店舗を中心としたメンテナンス及

び大型修繕を行いました。今後も営業実績やこれまでの取り組みの成果を評価し、限られた経営資源を最大限に活用

できるよう店舗の厳選を行い、ハードとソフト双方からの競争力強化を推進してまいります。

　また各店舗の立地に合わせたコンセプトデザインによる直営店の新規出店は計画どおり推移いたしました。

　衛生管理体制については「衛生管理プロジェクト」を立ち上げ、衛生管理の知識習得、定期的な店舗検査・検便等

の衛生管理に関わる検査を強化いたしました。

　売上高については、前年下半期より単価の回復がみられたものの、取扱組数が減少したことにより、405億15百万円

となりました。

　損益面については、上記基盤固めの取り組みや新規出店により販売費及び一般管理費が増加し、営業利益が20億84

百万円となりました。

　

     平成20年3月期における直営店の新規出店状況は下記のとおりです。

オープン年月 店舗名(所在地)

　平成19年 6月 茅ヶ崎迎賓館（神奈川県茅ヶ崎市）　

　平成19年 9月 ヒルサイドクラブ迎賓館（徳島県徳島市）　

　平成20年 2月 青山迎賓館（東京都港区）　

　平成20年 3月 表参道ＴＥＲＲＡＣＥ（東京都渋谷区）　
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     平成20年3月期におけるレストランとの新規提携状況は下記のとおりです。

提携契約締結年月 レストラン名（所在地）

　平成19年  8月 リストランテヴェントマリーノ（神奈川県中郡大磯町）　

　平成19年 10月 レスタジ（東京都港区）

　平成19年 12月 サンパウ（東京都中央区）

　平成20年  1月 アストランス（東京都港区）

　

　（海外・リゾートウェディング事業）

　海外・リゾートウェディング事業の売上高については、平成19年4月に当社所有割合91.8%となった当社連結子会社

グッドラック・コーポレーションの売上高からなっております。

　沖縄・バリに直営チャペル及び提携チャペルを有し、平成19年7月及び11月にはそれぞれグアムに直営チャペルを

オープンし、順調に受注を獲得しております。当社から営業人員を投入して戦力強化に努めたことや、旅行代理店へ

の営業強化等の営業努力を行ったことから、売上高は17億17百万円となりました。

　一方、販売費及び一般管理費については、集客に注力することにより広告宣伝費が増加したこと及び新規出店に伴

う地代家賃等が増加した結果、営業損失が3億13百万円となりました。

　

　（結婚派生事業）

　結婚派生事業においては、ブライダル市場の前後にある市場への横展開を推進する当社連結子会社が取り組む事業

により構成されております。具体的には、インターネットメディア事業、金融事業、結婚情報サービス事業、旅行事業、

美容事業、ギャラリー事業の6つの事業からなります。

　売上高については、美容事業と旅行事業の売上高が寄与し14億9百万円となりました。

　一方、販売費及び一般管理費については、認知度の向上に注力することにより広告宣伝費が増加した結果、営業損失

が7億90百万円となりました。

　

　　以上の結果、当連結会計年度の売上高 は436億42百万円（前連結会計年度は464億17百万円）、営業損失は9億1百万

円（前連結会計年度は66億25百万円の営業利益）、経常損失は14億3百万円（前連結会計年度は63億25百万円の経常

利益）、当期純損失は20億55百万円（前連結会計年度は36億66百万円の当期純利益）となりました。

　なお、表記金額に消費税等は含まれておりません。

　

　また、当連結会計年度の事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 売上高（百万円） 構成比（％）

国内ウェディング事業 40,515 92.8

海外・リゾートウェディング事業　 1,717 4.0

結婚派生事業 1,409 3.2

合計 43,642 100.0

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度は、主に国内ウェディング事業の売上減少等による税金等調整前当期純損失24億37百万円の計上

により、営業活動によるキャッシュ・フローは28億33百万円の支出となりました。新規出店や子会社への投融資に

ついては新規借入金等によりまかなったものの、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は期首に比べ44億14百万

円減少し、20億14百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果減少した資金は28億33百万円（前連結会計年度は49億65百万円の獲得）となりました。これは主

に国内ウェディング事業の売上の減少等による税金等調整前当期純損失24億37百万円の計上、法人税等の支払額22

億16百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は前連結会計年度と比べ35億3百万円減少の81億28百万円となりました。これは主に

国内ウェディング事業等の店舗展開に伴う有形固定資産の取得による支出56億14百万円、敷金保証金の差入による

支出21億25百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
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　財務活動の結果得られた資金は前連結会計年度と比べ35億55百万円減少の65億47百万円となりました。これは主

に国内ウェディング事業に伴う設備資金等に係る長期借入れによる収入83億50百万円、主に子会社への投融資に係

る短期借入金の純増加額7億74百万円によるものであります。　
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２【仕入、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

国内ウェディング事業 10,515 ―　　

海外・リゾートウェディング事業　 173 ―　　

結婚派生事業 62 ―　　

合計 10,752 ―　　

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　当連結会計年度から事業の種類別セグメントの業績を記載しており、前連結会計年度は事業の種類別セグメ

ントを開示していないため、前年同期比較は行っておりません。

(2) 受注実績

　当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
受注組数
（組数）

前年同期比（％）
受注組数残高
（組数）

前年同期比（％）

国内ウェディング事業 12,760 ―　　 5,990 ―　　

海外・リゾートウェディング事業

　　
2,372 ―　　 1,951 ―　　

合計 15,132 ―　　 7,941 ―　　

　（注）１　結婚派生事業は、提供するサービスの性格上、受注状況の記載に馴染まないため、記載しておりません。

２　当連結会計年度から事業の種類別セグメントの業績を記載しており、前連結会計年度は事業の種類別セグメ

ントを開示していないため、前年同期比較は行っておりません。

(3) 販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

国内ウェディング事業 40,515 ―　

海外・リゾートウェディング事業　 1,717 ―　

結婚派生事業 1,409 ―　

合計 43,642 ―

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当連結会計年度から事業の種類別セグメントの業績を記載しており、前連結会計年度は事業の種類別セグメ

ントを開示していないため、前年同期比較は行っておりません。
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３【対処すべき課題】

　現在、主事業として国内ウェディング事業を展開する当社における課題について記載いたします。

　近年、当社が提唱し続けてきたハウスウェディングが、お客様をはじめ世間一般に認知されることとなり、それに

伴って従来のホテル若しくは専門式場又は新規企業の参入が進み、少子化の影響が表れ始める数年後以降、競争はま

すます激化することが予想されます。

　このような状況下において、当社がハウスウェディングのパイオニアとして挙式披露宴市場において確固たる地位

を築いていくために下記の事項を主な課題として認識しており、課題解決に向けて積極的に取り組むとともに、収益

計画の達成及び長期的な成長をするための基盤づくりに全力を尽くしてまいります。

 

① クオリティの追求

　当社は「映画のワンシーンのような」ウェディングスタイルの実現を商品コンセプトとし、建物・内装をはじめ、贅

沢な雰囲気を演出することが可能な店舗づくりを実現するとともに、専属のウェディングプランナーがお客様を担当

することで、お客様の個性にあった挙式披露宴サービスの企画提案を行える体制を確立しております。従来のホテル

若しくは専門式場又は競合他社により、類似したサービスが展開されているため、当社は新たに策定した統一オペ

レーションによってクオリティの底上げを目指し、その上で個性と付加価値を加えた「感動」を生む商品及びサービ

スを提供することに注力してまいります。

 

② 人材の育成

　当社が長期的に成長していくためには、従業員の育成が最も重要な課題の一つとなります。これまで当社は「顧客へ

のサービス力」「収益意識」の両面からウェディングプランナーや支配人への継続的な研修を実施してまいりまし

たが、「顧客満足度」の更なる向上を目指し、人材育成により注力しております。また、次代を担う戦力の育成を目的

として、中長期的にバランスの取れた人材の育成に一層注力してまいります。

 

③ 労働環境の整備

　これまでの急成長の過程で見えてきた課題への対策として、公正な評価を行うため平成20年4月に新人事制度を導入

しました。コンピテンシーを基準としたグレードとステップを全社員に付与し、短期・中長期の評価、育成、報酬、目標

管理を体系化した新人事制度を運用するとともに、人員の配置を考慮しワークライフバランスの考え方を取り入れる

ことで労働環境の整備に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性がある事項には、以下のようなものがあります。

  なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 事業環境について

① 少子化及び競合の影響について

　挙式披露宴市場は、近年第２次ベビーブーム世代が顧客対象となっており婚姻件数は70万～75万組の範囲で推移

しております。

　今後は、下表のとおり少子化が進むことから、中長期的には挙式披露宴市場の縮小が見込まれており、一方で、ハ

ウスウェディングの需要拡大に伴い、同業や他業種からの参入が増加しているため競争の激化が予測されます。当

社は、店舗デザインをはじめ、人材の育成、サービス内容の充実及びブランドの確立に注力し、他社との差別化を

図っておりますが、今後競争が激化し、競合企業のウェディングが顧客の志向にマッチしたものであった場合に

は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

年齢別総人口（単位：万人）　（平成20年 4月 1日現在　概算値）

年　齢 45～49 40～44 35～39 30～34 25～29 20～24 15～19 10～14 5～9 0～4

総人口

男女計
775 828 951 918 772 718 622 598 585 542

<参照：総務省統計局 年齢（5歳階級）,男女別推計人口>

② 季節変動について

　一般的に挙式披露宴は春（3～5月）、秋（9月～11月）に多く行われる傾向があり、当社の各会場においても、季

節変動の影響を受けております。

　当社は季節変動を考慮した計画策定を行っておりますが、シーズン期の受注を計画どおりに獲得できなかった場

合は、各会場の業績が大きく影響を受け、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

③ 法的規制について

　当社グループが建設・運営する施設については、建築基準法、消防法及び下水道法等並びに建築構造や建築地域

にかかる排水・騒音対策などの各種条例による規制を受けております。

　当社グループ事業においては、貸金業法、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律、利息制限法、旅

行業法、保険業法、特定商取引法、古物営業法、公衆浴場法の規制を受けております。

　また、当社の直営店及び株式会社テイクアンドギヴ・アーツにおいて料飲商品を提供しているため、当社グルー

プは食品衛生管理法の規制対象となり、管轄保健所から営業許可を取得しております。外部専門機関による衛生検

査、検便検査、従業員へ体調に関するヒアリングを定期的に実施しており、普段から食品衛生管理の遵守を心がけ

ておりますが、直営店において食中毒が発生した場合には、食品等の廃棄処分、営業許可の取り消し、営業の禁止等

を命じられることがあります。また、そのような事態が発生した場合は当社グループの社会的信用の低下を招き、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　さらに、当社グループは、お客様やお取引先の個人情報や機密情報の保護については、社内規程に基づき管理体制

を強化し、細心の注意を払っておりますが、予期せぬ事態により漏洩した場合、当社グループの社会的信用の低下、

損害賠償請求の発生等により当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(2) 業務面等に関するリスク

① 出店形態について

　当社グループは、直営店を出店するにあたり、状況に応じた出店ができるよう、事業用借地権、リースバック方式、

不動産流動化スキーム等を活用しております。

　当社は各店舗の収益性や条件を十分に考慮した上で契約を行っておりますが、万一当社が想定していた運営期間

よりも短期で閉店せざるを得ない状況となった場合は、違約金の支払い等が発生し、当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。
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② 人材の確保・育成について

　当社グループは、今後の事業展開において、人材の確保・育成が最も重要な課題の一つであると考えております。

そのために当社グループは新卒・中途採用活動を積極的に行い、また、成果が適切に還元される給与制度や教育研

修制度を確立する等、人材確保のために体制作りに注力していく方針です。しかし、今後の事業展開において、必要

な人材が計画どおりに確保・育成できない場合には、各事業の業績拡大が計画どおりに行えず、当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。

③ 食材及び安全衛生管理について

　狂牛病や鳥インフルエンザ、残留農薬等に代表されるように食材の安全性に関わる問題が発生しており、良質な

食材を安定的に確保することが当社にとって必要事項となっております。また近年、ノロウィルス等、ウィルスが

原因の食中毒の発生も増加傾向にあります。当社は、従来以上に安全性を重視し、食材の安定的な確保及び徹底し

た安全衛生管理に努めてまいりますが、当社の食材等の安全性が疑われる問題が発生した場合等には、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。

(3) 財務面等に関するリスク

① オフバランススキームの活用について

　当社グループは、新規出店において、設備投資負担を軽減させる一つの方法としてリースバック方式や不動産流

動化スキームの積極的な活用を行ってまいりました。

　このようなオフバランススキームの活用にあたり、会計士や弁護士等専門家の判断を仰ぎ、その段階で適正と考

えられる方式を採用しておりますが、会計基準の変更等、オフバランスが認められなくなる判断がなされた場合、

当社グループの財政状態に影響を与える可能性があります。また、経済情勢の変化等によりオフバランススキーム

を活用できなかった場合、当社グループが自社で資金調達を行う必要があります。計画どおりに資金調達ができな

かった場合、当社の出店計画に影響を及ぼし、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

② 敷金保証金について

　当社グループが現在出店している直営店にはデベロッパー等からの賃借があり、出店時には敷金保証金の差し入

れを行っております。平成20年3月末時点における敷金保証金は82億36百万円となっており、総資産の20.0％を占め

ております。当社グループは、新規に出店する際の与信管理を徹底させるとともに、特定のデベロッパーに対し出

店が集中しないように取り組んでおりますが、賃借先の倒産等の事由により、敷金保証金の全部又は一部が回収で

きなくなった場合は、当社グループの財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

③ 有利子負債について

　当社グループは、主に金融機関から、自己所有物件の取得や子会社への投融資などを目的とした資金調達を行っ

ております。今後の金融情勢の変動により金利が大幅に上昇した場合には、当社グループの業績に大きな影響を及

ぼす可能性があります。

④ 減損会計について

　当社グループは、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しており、保有資産の将来キャッシュ・フロー等を

算定し減損の測定等を実施しております。今後、保有資産から得られるキャッシュ・フローが悪化し、将来キャッ

シュ・フローが見込めない等の事象が生じた場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

⑤ 財務制限条項について

　当社グループの平成20年3月末時点の借入金のうち、シンジケートローン３件については、財務制限条項が付され

ております。これらの条項に抵触した場合、各項の変更につき金融機関と新たな合意がなされなければ、当社グ

ループは、期限の利益を喪失し、該当する借入先に対し借入金を返済することとなっており、当社グループの資金

繰りに影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 店舗不動産の流動化について

　当社は、店舗不動産の流動化のため、平成16年3月30日に直営店２店舗の土地及び建物に設定した不動産信託に基

づく当該信託受益権を特別目的会社（以下「SPC」という。）へ譲渡し、当該２店舗については、賃貸借契約により

引き続き使用するとともに、不動産の管理・運用についての業務を受託しております。

　なお、SPCは複数の金融機関からの借入金及び匿名組合契約に基づく出資により譲受資金を調達しており、当社は

SPCに譲渡価格のおおむね５％の範囲内に相当する出資（配当金及び出資の返還請求権に停止条件付）を行ってお

りますが、役員等の派遣はなく、また、追加の出資義務は負っておりません。

 

店舗名及び所在地
賃貸借契約等の相手先
（不動産信託受託者）

契約の内容 契約期間

アーカンジェル迎賓館

（愛知県名古屋市東区）
みずほ信託銀行株式会社

店舗建物の賃借及び店舗

不動産の管理・運用受託

平成16年3月30日

～平成31年3月31日

アーフェリーク迎賓館

（福岡県福岡市博多区）
株式会社りそな銀行

店舗建物の賃借及び店舗

不動産の管理・運用受託

平成16年3月30日

～平成31年3月31日

(2) 直営店の出店に係る定期建物賃貸借契約について

　当社は、新規直営店に係る設備投資負担の軽減化のため、リース事業会社と直営店21店舗に係る定期建物賃貸借契

約を締結いたしました。

　また、下記の賃貸借契約は、契約期間中一定の事由が発生し中途解約となる場合には、当社は同社に対して同契約

以上の条件にて契約締結が可能な後継賃借人を斡旋すること又はその時点における残賃借期間に相当する賃借料

全額を解約違約金として支払うことという義務を負っております。

 

店舗名及び所在地 賃貸借契約等の相手先 契約の内容 契約期間

アーヴェリール迎賓館

（岡山県岡山市）
東京リース株式会社 店舗建物の賃借

平成17年1月7日

～平成32年1月6日

ベイサイド迎賓館

（兵庫県神戸市中央区）
東京リース株式会社 店舗建物の賃借

平成17年2月1日

～平成27年1月31日

山手迎賓館

（兵庫県神戸市中央区）
東京リース株式会社 店舗建物の賃借

平成17年3月1日

～平成27年2月28日

アーセンティア大使館

（大阪府大阪市中央区）
東京リース株式会社 店舗建物の賃借

平成17年4月1日

～平成27年3月31日

ベイサイド迎賓館

（鹿児島県鹿児島市）

オリックス・アルファ

株式会社
店舗建物の賃借

平成17年5月1日

～平成27年4月30日

北山迎賓館

（京都府京都市左京区）
東京リース株式会社 店舗建物の賃借

平成17年6月1日

～平成27年5月31日

アーフェリーク迎賓館

（大阪府大阪市西区）
東京リース株式会社 店舗建物の賃借

平成17年7月7日

～平成27年6月30日

ガーデンヒルズ迎賓館

（埼玉県さいたま市大宮区）
芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借

平成17年8月1日

～平成27年7月31日

アーフェリーク迎賓館

（岐阜県岐阜市）
東京リース株式会社 店舗建物の賃借

平成17年9月1日

～平成27年8月31日

ベイサイドパーク迎賓館

（千葉県千葉市中央区）

三井住友ファイナンス＆ 

　リース株式会社
店舗建物の賃借

平成18年1月1日

～平成27年12月31日

ベイサイド迎賓館

（長崎県長崎市）
芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借

平成18年2月1日

～平成33年1月31日

ガーデンヒルズ迎賓館

（長野県長野市）
東京リース株式会社 店舗建物の賃借

平成18年3月4日

～平成28年3月3日

アクアガーデンテラス

（大阪府大阪市中央区）

オリックス・アルファ

株式会社
店舗建物の賃借

平成18年4月1日

～平成28年3月31日
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店舗名及び所在地 賃貸借契約等の相手先 契約の内容 契約期間

アクアテラス迎賓館

（神奈川県横浜市港北区）
東京リース株式会社 店舗建物の賃借

平成18年6月1日

～平成28年5月31日

アクアガーデン迎賓館

（静岡県沼津市）
東京リース株式会社 店舗建物の賃借

平成18年7月1日

～平成28年6月30日

ベイサイド迎賓館

（愛媛県和歌山市）
芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借

平成18年8月1日

～平成28年7月31日

ガーデンクラブ迎賓館

（三重県四日市市）
芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借

平成18年9月9日

～平成33年9月8日

ガーデンヒルズ迎賓館

（長野県松本市）
芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借

平成18年12月1日

～平成28年11月30日

アーヴェリール迎賓館

（香川県高松市）
芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借

平成18年12月16日

～平成33年12月15日

アクアガーデン迎賓館

（愛知県岡崎市）

三菱ＵＦＪリース

株式会社
店舗建物の賃借

平成19年2月1日

～平成29年1月31日

ヒルサイドクラブ迎賓館　

（徳島県徳島市）　
芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借　

平成19年9月1日　

～平成34年8月31日　

(3) 事業譲渡契約について

　平成20年5月22日開催の当社取締役会において、当社の連結子会社である株式会社パートナーエージェントが営む

結婚情報サービス事業の譲渡を行うことを決議いたしました。詳細については、「第５経理の状況　１連結財務諸表

等（１）連結財務諸表　注記事項　重要な後発事象」に記載のとおりであります。

　

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（１）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当たり、決算日時点での報告数値に対して影響を与えるさまざまな会計

上の見積りが必要となります。ただし、将来に関する事項には不確実性があるため、実際の結果は、これら見積り

と異なる可能性があります。

（２）当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度の経営成績は、国内ウェディング事業においては、集客数の向上と成約率につ

ながる商品と人材の改善を目的とした対策に注力してまいりました。今後は新たなマーケティングに基づいた

営業方針により、広告媒体や営業ツールの見直しを行い、更なる集客力の向上につなげてまいります。

　海外・リゾートウェディング事業においては、これまで、沖縄・バリに直営チャペル及び提携チャペルを有し

ておりましたが、平成19年7月及び11月に、人気エリアであるグアムに直営チャペルをオープンしたこと、当社か

ら営業人員を投入して戦力強化に努めたことや、旅行代理店への営業強化等の営業努力を行ったことから、順調

に受注を獲得しております。

　結婚派生事業においては、ブライダル市場の前後にある市場への横展開を推進する事業により構成しておりま

すが、当連結会計年度においては、美容事業と旅行事業の売上高が寄与したものの、当事業全体としての売上高

は当初の期待を下回る結果となり、また、認知度の向上に注力するための先行投資として広告宣伝費が増加して

おります。

　　　　これらの結果、当連結会計年度の売上高は436億42百万円（前連結会計年度は464億17百万円）となりました。

　利益につきましては、海外・リゾートウェディング事業や結婚派生事業において、集客や認知度の向上に注力

したことによる広告宣伝費の増加及び国内ウェディング事業において、「基盤固め」に伴って販売費及び一般

管理費が増加したことにより、営業損失は9億1百万円（前連結会計年度は66億25百万円の営業利益）、経常損失

は14億3百万円（前連結会計年度は63億25百万円の経常利益）となりました。

　また、「選択と集中」を推進するため、事業領域の再構築により、グループ事業の一部について撤退・縮小を進

めたこと及び収益性の低下している固定資産について減損損失を計上したことにより、当期純損失は20億55百

万円（前連結会計年度は36億66百万円の当期純利益）となりました。

（３）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループが主事業を展開する挙式披露宴市場は、少子化が進むことから中長期的には縮小が見込まれてお

ります。一方で、ハウスウェディングの需要拡大に伴い、同業や他業種からの参入が増加しているため競争の激

化が予測されます。

　今後、市場の縮小が進むなかで、競争が激化し、競合企業のウェディングが顧客の志向によりマッチしたもので

あった場合には、当社グループの業績に重要な影響を与える可能性があります。

（４）経営戦略の現状と見通し

　当社グループはこれまで、国内ウェディング事業を中心に事業を推進し収益基盤を固めることで成長を遂げ、

さらには、その前後に広がる市場で顧客ニーズを捉えたサービスを提供する事業展開を進めてきました。そして

今、当社グループは、限られた経営資源を最適に配分し、効率的に事業を伸ばすため「選択と集中」に目を向け

る時期を迎えております。

　まずは本業である国内ウェディング事業に注力し、経営資源の拡充を図るため、本業との相乗効果が小さく、収

益化するまでに時間を要する事業を見直し、事業領域の再構築を行いました。具体的には、美容事業の不採算店

舗の閉鎖を前提とした特別損失の計上、結婚情報サービス事業の譲渡に伴う特別損失の計上を実施いたしまし

た。

　この経営戦略の見直しにより、平成19年5月に発表した3ヵ年収益計画については、その前提条件が大幅に変更

されるため、見直しを行います。　
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　　　　平成21年3月期においては、主事業である国内ウェディング事業を更に強化するため、経営方針を見直し、抜本的な

改革を進めてまいります。この改革を進めるための基盤作りとして、平成20年4月、営業施策を効率的に機能させ

る組織を新設いたしました。このウェディング事業本部は、営業を支援する専門集団と、オペレーションを遂行

・徹底する統括集団からなり、本部各組織間の連携を密接に取り、本部が一丸となって業務を推進していく体制

を整えました。これにより、これまで不十分であったマーケティングを徹底的に行い、顧客・競合他社・自社の

分析結果を営業施策につなげることで、「真の顧客主義」を追求してまいります。

　以上の戦略展開により、早期の業績回復を目指してまいります。

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、28億33百万円の支出となりました。

　これは主に、集客及び認知度の向上に努めた結果、販売費及び一般管理費が増加したこと等により税金等調整

前純損失を24億37百万円計上したこと、法人税等の支払額22億16百万円を計上したことによるものであります。

　当連結会計年度においては、国内ウェディング事業等の店舗展開を行った結果、有形固定資産の取得による支

出が56億14百万円発生したこと、敷金保証金の差入れによる支出が21億25百万円発生したこと等により、投資活

動によるキャッシュ・フローは、81億28百万円の支出となりました。

　また、財務活動によるキャッシュ・フローは65億47百万円の収入となりました。これは、国内ウェディング事業

やグループ事業における設備投資等に伴う長期借入れによる収入83億50百万円や、子会社への投融資に伴う短

期借入金の純増加額7億74百万円があったものの、長期借入金の返済22億20百万円等によるものであります。

　この結果、当連結会計年度末の資金は20億14百万円となりました。

（６）財政状態の分析

　当社グループの当連結会計年度末の純資産残高は前連結会計年度末と比較して23億92百万円減少し、126億31

百万円となりました。これは主に、「（２）当連結会計年度の経営成績の分析」に記載しているとおり、当期純

損失を20億55百万円計上したことによるものであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度は、国内ウェディング事業を中心に総額62億75百万円の設備投資を実施しております。

その主な内容は、国内ウェディング事業において直営店舗の新築・改修により52億63百万円の設備投資を実施してお

り、海外・リゾートウェディング事業において直営店舗の新築・改修により9億12百万円の設備投資を実施しており

ます。

　なお、設備投資額には差入敷金保証金を含めております。

また、当連結会計年度において、減損損失7億71百万円を計上しております。減損損失の内容については、「第５　経理

の状況　１ 連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項　（連結損益計算書関係）　※５　減損損失」に記載のとおりで

あります。

　

２【主要な設備の状況】

　平成20年3月31日現在における当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

長期
貸付金

差入敷金
保証金

合計

本社

(東京都港区)
共通

統括業

務施設
60 14 ― ― 115 191 176

関東地区

アーカンジェル代官山

他18店舗

国内ウェディ

ング事業
直営店 4,162 248

4,953

(3,354.36)
395 1,627 11,386 288

北海道・東北地区

アーカンジェル迎賓館

(仙台)他4店舗

同上 直営店 1,592 64
286

(2,201.39)
332 136 2,413 74

東海地区

アーカンジェル迎賓館

(名古屋)他8店舗

同上 直営店 662 87 ― 128 438 1,317 136

信州・北陸地区

アーククラブ迎賓館

(新潟)他4店舗

同上 直営店 1,149 65 ― 470 234 1,918 74

近畿地区

アーセンティア迎賓館

(仙台)他10店舗

同上 直営店 680 79 ― ― 546 1,306 143

中国・四国地区

アーククラブ迎賓館

(広島)他5店舗

同上 直営店 507 68 ― ― 313 889 97

九州地区

アーカンジェル迎賓館

(福岡)他6店舗

同上 直営店 1,188 67
1,006

(10,053.91)
― 392 2,654 109

　（注）１　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　長期貸付金の内容は建設協力金であり、金融商品会計基準に基づく計上額であります。

３　帳簿価額は「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」の適用後

の金額を表示しております。

　４　リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 事業所名
リース期間
（年）

年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

備考

建物
アーヴェリール迎賓館

（岡山）他20店舗
10～15 1,755 10,250

所有権移転外

ファイナンス・リース

工具器具備品
アーカンジェル代官山

他61店舗
5 461 1,217

所有権移転外

ファイナンス・リース

建物
アーカンジェル迎賓館

（名古屋）他1店舗
9 197 985

オペレーティング・

リース

(2) 国内子会社

① 株式会社 Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ
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事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

工具器具
備品

差入敷金
保証金

合計

マグマリラクゼーションスパ

関東地区　3店舗
結婚派生事業 直営店 153 42 3 150 349 26

　（注）１　上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

　２　近畿地区及び九州地区の３店舗につきましては、帳簿価額を当連結会計年度において全額減損損失に計上した

ため、記載は省略しております。

② 匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 大阪

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

合計

ベイサイドパーク迎賓館

(大阪)

国内ウェディン

グ事業
直営店 722 14

1,113

(6,576.78)
1,851 ―

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

③ 匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 小倉

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

合計

アーフェリーク迎賓館

(小倉)

国内ウェディン

グ事業
直営店 634 58

1,106

(5,500.66)
1,798 ―

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

④ 匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 松山

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

合計

ベイサイド迎賓館

(松山)他1店舗

国内ウェディン

グ事業
直営店 839 40

1,196

(11,941.06)
2,072 ―

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(3) 在外子会社

ARLUIS WEDDING（GUAM） CORPORATION

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

工具器具
備品

施設
利用権　

差入敷金
保証金

合計

ARLUIS WEDDING

米国グアム準州　2店舗　

海外・リゾート

ウェディング事業
直営店 462 1 49 708 34 1,255 21

　（注）１　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　２　在外子会社の資産は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】（平成20年 3月31日現在）

(1) 重要な設備の新設等

　下記設備投資予定金額は、本年度の当社計画による金額を記載しており、情勢に応じて見直しております。

　

　　　ARLUIS　WEDDING（GUAM） CORPORATION

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
収容人数
（名）

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

ジュエル・バイ・ザ・シー

（米国グアム準州）

海外・リゾー

トウェディン

グ事業

　直営店 420 77 　借入金
平成20年

8月　

平成21年

3月
　50

　（注）１　上記金額には消費税等は含まれておりません。

２　上記金額には差入敷金保証金を含めております。

(2) 重要な設備の除却等

　該当する事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社　テイクアンドギヴ・ニーズ(E05248)

有価証券報告書

24/98



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,491,200

計 2,491,200

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成20年 3月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成20年 6月27日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 722,700 822,700
東京証券取引所

（市場第一部）
―

計 722,700 822,700 ― ―

　（注）　提出日現在発行数には、平成20年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権等の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、平成13年9月17日の臨時株主総会において決議されたものは、次のと

おりであります。

　
事業年度末現在

（平成20年 3月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年 5月31日）

新株予約権の数 　―個 同左　

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 　　 9,000株　(注)５ 同左　

新株予約権の行使時の払込金額 5,556円　(注)１　５ 同左

新株予約権の行使期間
平成15年 9月17日から

平成23年 9月16日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　 5,556円

資本組入額　 2,778円
同左

新株予約権の行使の条件 (注)２　３　４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３　４ 同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― 同左

　（注）１　当社が、株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行（転換社債の転換、新株引受権証券による権利行使及

び旧商法第280条ノ19項第1項に基づく新株引受権行使の場合を含まない）するときは、次の算式により発行

価額及び付与株式数を調整する。この調整により生ずる１円未満の端数及び１株以下の端数はこれを切り上

げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

調整後付与株式数 ＝
調整前付与株式数×調整前発行価額

調整後発行価額

EDINET提出書類

株式会社　テイクアンドギヴ・ニーズ(E05248)

有価証券報告書

25/98



２　取締役又は従業員の地位の喪失

対象者が死亡又は退職その他の事由により、当社取締役又は従業員の地位を喪失した場合、その地位喪失時

に未行使の新株引受権を喪失するものとする。

３　新株引受権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めない。

４　その他の権利行使条件の細目は、平成13年9月17日開催の臨時株主総会決議及び平成13年7月16日開催の取締

役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与契約書」に定めるものとする。

５　平成16年2月20日付をもって普通株式１株を３株に、平成16年6月18日付をもって普通株式１株を３株に、平成

16年11月19日付をもって普通株式１株を10株に分割したことにより発行価額は5,556円に調整されておりま

す。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成15年 4月 1日～

平成16年 3月31日(注)１
128 7,048 15 494 15 440

平成16年 1月28日(注)２ 3,000 10,048 2,443 2,937 2,443 2,883

平成16年 2月20日(注)３ 13,898 23,946 ― 2,937 ― 2,883

平成16年 4月27日(注)４ 60 24,006 5 2,942 4 2,888

平成16年 6月18日(注)５ 48,012 72,018 ― 2,942 ― 2,888

平成16年 6月28日(注)６ 225 72,243 6 2,948 6 2,894

平成16年11月19日(注)７ 650,187 722,430 ― 2,948 ― 2,894

平成17年 2月 7日(注)８ 270 722,700 0 2,949 0 2,895

　（注）１　新株予約権（ストックオプション）の権利行使

発行価格 29株 500,000円 99株 166,667円　資本組入額 29株 250,000円 99株 83,334円

２　有償一般募集

発行価格 1,738,100円　発行価額 1,628,900円　資本組入額 814,450円

３　株式分割　１：３

４　新株予約権（ストックオプション）の権利行使

発行価格 166,667円　資本組入額 83,334円

５　株式分割　１：３

６　新株予約権（ストックオプション）の権利行使

発行価格 55,556円　資本組入額 27,778円

７　株式分割　１：10

８　新株予約権（ストックオプション）の権利行使

発行価格 5,556円　資本組入額 2,778円

　９　平成20年4月30日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が100,000株、資本金及び資本準備金

がそれぞれ500百万円増加しております。

　

（５）【所有者別状況】

　 平成20年 3月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
― 23 34 105 85 21 18,324 18,592 ―

所有株式数

（株）
― 57,331 11,665 55,029 181,598 194 416,883 722,700 ―　

所有株式数

の割合（％)
― 7.93 1.61 7.62 25.13 0.03 57.68 100.00 ―

　（注）　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が50株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年 3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合
（％）

野　尻　佳　孝 東京都港区 152,350 21.08

ウェルズ通商株式会社 東京都大田区北馬込2-28-1 48,000 6.64

ステートストリートバンクアンド

トラストカンパニー

(常任代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行兜町証券決済業務室

)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSET

TS 02101 U.S.A.

（東京都中央区日本橋兜町6-7）

46,275 6.40

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 16,774 2.32

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ

キュリティーズサービスパリスア

クサジャスデックフランス　

(常任代理人 香港上海銀行東京支

店)

3 RUE D’ANTIN 75002 PARIS　

（東京都中央区日本橋3-11-1）
15,170 2.10

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 14,097 1.95

ビービーエイチルクスフィデリ

ティファンズパシフィックファン

ド　

(常任代理人 株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行)

KANSALLIS HOUSE,PLACE DE L’ETOILE,

L-1021 LUXEMBOURG　

（東京都千代田区丸の内2-7-1決済事業部）

12,136 1.68

モルガンスタンレーアンドカンパ

ニーインターナショナルピーエル

シー　

(常任代理人 モルガン・スタン

レー証券株式会社)

25 Cabot Square Canary Wharf London 

E14 4QA U.K.

（東京都渋谷区恵比寿4-20-3

　恵比寿ガーデンプレイスタワー）

11,889 1.65

ゴールドマン・サックスインター

ナショナル　

(常任代理人 ゴールドマン・サッ

クス証券株式会社)

Peterborough Court, 133 Fleet Street, London

EC4A 2BB UK

（東京都港区六本木6-10-1

  六本木ヒルズ森タワー）　

7,803 1.08

バンクオブニューヨークジーシー

エムクライアントアカウントジェ

イピーアールディアイエスジーエ

フイーエイシー

(常任代理人 株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET

STREET LONDON EC4A 2BB, UNITED

KINGDOM　

（東京都千代田区丸の内2-7-1決済事業部）

7,650 1.06

計 ― 332,144 45.96

　（注）１　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　　16,774株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　　　14,097株
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２　モルガン・スタンレー証券株式会社及びその共同保有者3社（報告義務発生日：平成19年4月13日、提出日：

平成19年4月20日）から大量保有に関する変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨報告

を受けておりますが、当社として当連結会計年度末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記

大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有に関する変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

モルガン・スタンレー証券株式会

社

東京都渋谷区恵比寿4-20-3

恵比寿ガーデンプレイスタワー
3,033 0.42

モルガン・スタンレー・アンド・

カンパニー・インコーポレーテッ

ド

1585 Broadway, 

New York,NY 10036
7,009 0.97

モルガン・スタンレー・アンド・

カンパニー・インターナショナル

・リミテッド

25 Cabot Square Canary Wharf

London E14 4QA U.K.
15,282 2.11

エムエスディーダブリュ・エクイ

ティー・ファイナンシング・サー

ビセズ（ルクス）エス・アー・

エール・エル

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717

Luxembourg
－ －

　

３　ゴールドマン・サックス証券株式会社及びその共同保有者2社（報告義務発生日：平成19年10月15日、提出

日：平成19年10月19日）から大量保有に関する変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨

報告を受けておりますが、当社として当連結会計年度末時点における所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有に関する変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

ゴールドマン・サックス証券株式

会社

東京都港区六本木6-10-1

六本木ヒルズ森タワー
5,727 0.79

Goldman Sachs International
Peterborough Court, 133 Fleet Street,

London EC4A 2BB UK
20,931 2.90

Goldman Sachs & Co.
85 Broad Street, New York,

New York　10004, U.S.A.
11 0.00

　

４　アクサ・インベストメント・マネージャーズ・パリ・エスエー（報告義務発生日：平成19年11月15日、提出

日：平成19年11月19日）から大量保有に関する変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨

報告を受けておりますが、当社として当連結会計年度末時点における所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有に関する変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

アクサ・インベストメント・マ

ネージャーズ・パリ・エスエー

Coeur Defense-TourB-100 Esplanade

du General de Gaulle 92932 Paris La

Defense cedex France

81,884 11.33
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５　フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者1社（報告義務発生日：平成19年11月15日、提出日：平成19年

11月22日）から大量保有に関する変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨報告を受けて

おりますが、当社として当連結会計年度末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。

なお、大量保有に関する変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門4-3-1

城山トラストタワー
27,340 3.78

エフエムアール　エルエルシー
82 Devonshire Street, Boston,

Massachusetts 02109, USA
9,000 1.25

　

６　クレディ・スイス証券株式会社及びその共同保有者2社（報告義務発生日：平成19年12月14日、提出日：平成

19年12月21日）から大量保有に関する変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨報告を受

けておりますが、当社として当連結会計年度末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。

なお、大量保有に関する変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

クレディ・スイス証券株式会社
東京都港区六本木1-6-1泉ガーデン

タワー
587 0.08

クレディ・スイス・セキュリ

ティーズ（ヨーロッパ）リミテッ

ド

英国 ロンドンE14 4QJ、ワン・カ

ボット・スクウェア
1,896 0.26

クレディ・スイス・アセット・マ

ネジメント・エルエルシー

米国 ニューヨーク州 ニューヨーク

マジソン・アベニュー11
1,790 0.25

　

７　キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー及びその共同保有者3社（報告義務発生日：平成20年2月

29日、提出日：平成20年3月6日）から大量保有に関する変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有し

ている旨報告を受けておりますが、当社として当連結会計年度末時点における所有株式数の確認ができませ

んので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有に関する変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

キャピタル・ガーディアン・トラ

スト・カンパニー

333 South Hope Street, Los Angeles,

California, U.S.A.
1,432 0.20

キャピタル・インターナショナル

・リミテッド

40 Grosvenor Place, London SW1X

7GG, England
15,547 2.15

キャピタル・インターナショナ

ル・インク

11100 Santa Monica Boulevard, 15th

Fl., Los Angeles,CA 90025, U.S.A.
7,388 1.02

キャピタル・インターナショナル

・エス・エイ

3 Place des Bergues, 1201 Geneva,

Switzerland
5,957 0.82
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年 3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式722,700 722,700 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 722,700 ― ―

総株主の議決権 ― 722,700 ―

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が50株（議決権の数50個）含ま

れております。

②【自己株式等】

　 平成20年 3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、新株引受権方式によるストックオプション制度を採用しております。

　当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して付与することを、平成

13年9月17日の臨時株主総会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成13年 9月17日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名及び当社従業員12名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。
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３【配当政策】

　当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題と認識しており、今後の企業発展のための利益確保

に努め継続的な成長を目指すとともに、株主の皆様に対して適正かつ安定的に利益配分を行うことを基本方針として

おります。

　当社グループの剰余金の配当回数は、中間配当及び期末配当の年2回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　当期におきましてはフリーキャッシュフローがマイナスであることや業績の進捗動向、財政状態、さらには経営方針

の変更と将来の計画も十分に考慮し、また、企業としての強固な財務基盤が必要であると考え、経営資源の内部留保を

決定いたしました。

　今後におきましては、確保した利益は、まずは中長期的な成長へ繋げるための原資として有効活用するとともに、

業績向上、財務体質の強化を図り、さらには、株主の皆様への適正かつ安定的な利益配分を行うことでご期待に応え

ることができるよう努めてまいります。

　なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月

最高（円） 5,350,000 3,960,000 225,000 204,000 87,500

最低（円） 991,000 88,700 102,000 67,100 10,050

　（注）　株価は、平成16年2月15日以前は大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場における

ものであり、平成16年2月16日以降平成18年2月28日以前は東京証券取引所市場第二部、平成18年3月1日以降は

東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６箇月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年1月 2月 3月

最高（円） 32,200 28,000 17,000 18,990 15,840 15,200

最低（円） 20,520 15,900 13,100 13,950 13,150 10,710

　（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役 ― 野　尻　佳　孝 昭和47年6月4日生

平成7年4月 住友海上火災保険株式会社（現 

三井住友海上火災保険株式会社）

入社

(注)2 152,350

平成10年5月 株式会社プラン・ドゥ・シー入社

平成10年10月 当社設立 代表取締役（現任）

平成17年5月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ代表取締役（現任）

平成17年7月 株式会社ライフエンジェル代表取

締役

平成17年7月 株式会社総合生活代表取締役

平成18年2月 株式会社アニバーサリートラベル

代表取締役

平成18年3月 株式会社T&G Beauty代表取締役

平成18年9月 株式会社パートナーエージェント

代表取締役

平成18年12月 株式会社ライフエンジェル取締役

（現任）

平成18年12月 株式会社パートナーエージェント

取締役（現任）

平成19年3月　 株式会社グッドラック・コーポ

レーション取締役（現任）　

平成20年6月　 株式会社総合生活取締役（現任）

　

平成20年6月　 株式会社アニバーサリートラベル

取締役（現任）

平成20年6月 株式会社T&G Beauty取締役

（現任）

取締役 人事部長 桐　山　大　介 昭和38年5月16日生

昭和62年4月 日本軽金属株式会社入社

(注)2 ―

平成10年10月 日本エス・エイチ・エル株式会社

入社

平成11年10月 カルチュア・コンビニエンス・ク

ラブ株式会社入社

平成12年6月 同社執行役員人事グループリー

ダー

平成15年12月 ローム株式会社入社

平成16年3月 当社入社 人事部長

平成17年6月　 当社取締役人事部長（現任）

平成17年7月　 株式会社ライフエンジェル監査役

　

平成17年7月　 株式会社総合生活監査役

平成17年8月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ監査役

平成18年3月　 株式会社T&G Beauty取締役

平成18年6月　 株式会社ライフエンジェル取締役

平成18年6月　 株式会社総合生活取締役　

平成18年6月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ取締役　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 財務部長 菱　田　敏　明 昭和36年9月12日生

昭和59年4月 日本軽金属株式会社入社

(注)2 20

平成12年8月 ワイズシステム株式会社入社

平成13年6月 同社取締役

平成15年3月 株式会社アドバンテッジリスクマ

ネジメント入社

平成19年6月 当社入社 

平成19年6月 当社取締役財務部長（現任）

平成19年9月 株式会社パートナーエージェント

監査役

取締役
ウェディング

事業本部長
才　門　麻　子 昭和35年6月22日生

昭和59年4月 株式会社髙島屋入社

(注)3 ―

平成7年5月 コカ・コーラジャパン株式会社

入社

平成9年6月 スターバックス コーヒー　

ジャパン株式会社入社

平成13年1月 ＢＰジャパン株式会社入社

平成15年12月 アメリカン・エキスプレス・イン

ターナショナルインク入社

平成18年1月 オリックス株式会社入社

平成20年2月 当社入社

平成20年4月　 当社ウェディング事業本部長　

平成20年6月　 当社取締役ウェディング事業本部

長（現任）　

取締役 総務部長 古 小 路  勝 利 昭和39年11月18日生

昭和62年4月 中京ダイキン空調株式会社 入社

(注)3 50

平成元年10月 大東建託株式会社 入社

平成8年10月 株式会社ダイショウ 入社

平成10年8月 大東建託株式会社 入社

平成10年9月 DAITO ASIA DEVELOPMENT M

ALAYSIA(メリディアン クアラル

ンプール運営会社)取締役副社長

平成16年11月 株式会社ヤマヒサ 入社

平成17年5月 株式会社ジパング　入社

株式会社ジパングエナジー

取締役　兼任

メディカルサポート株式会社

監査役　兼任

平成20年3月 当社入社

平成20年6月 当社取締役総務部長（現任）

 

EDINET提出書類

株式会社　テイクアンドギヴ・ニーズ(E05248)

有価証券報告書

35/98



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤）
― 二　宮　　功 昭和14年3月1日生

昭和36年4月 日興證券株式会社（現 日興コー

ディアル証券株式会社）入社

(注)4 100

平成3年6月 同社取締役

平成6年6月 東京証券株式会社（現 東海東京

証券株式会社）常務取締役

平成8年3月 同社専務取締役

平成12年3月 同社代表取締役副社長

平成15年2月 株式会社グローバルパテントマネ

ジメント代表取締役社長

平成16年6月　 当社監査役（現任）

平成18年9月 株式会社パートナーエージェント

監査役（現任）

平成19年3月　 株式会社グッドラック・コーポ

レーション監査役（現任）　

平成20年6月　 株式会社総合生活監査役（現任）

　

平成20年6月　

　

株式会社ライフエンジェル監査役

（現任）　

平成20年6月　 株式会社アニバーサリートラベル

監査役（現任）

平成20年6月　 株式会社T&G Beauty監査役

（現任）　

平成20年6月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ監査役（現任）　

監査役

（非常勤）
― 窪　川　秀　一 昭和28年2月20日生

昭和51年4月 監査法人中央会計事務所(現 みす

ず監査法人)入所

(注)4 ―

昭和61年7月 窪川公認会計士事務所（現 窪川

パートナー会計事務所）開業

平成元年2月 ソフトバンク株式会社監査役

（現任）

平成12年3月 株式会社デジタルアーツ監査役

（現任）

平成15年5月 株式会社カスミ監査役（現任）

平成16年6月 当社監査役（現任）

監査役

（非常勤）
― 佐々木　公明 昭和41年3月15日生

平成7年4月 弁護士登録（東京弁護士会）

(注)4 ―

平成11年8月 東京銀座法律事務所パートナー弁

護士

平成15年5月 アムレック法律会計事務所（現 

霞ヶ関法律会計事務所）

パートナー弁護士（現任）

平成16年6月　 当社監査役（現任）　

平成17年4月　 財団法人短期大学基準協会理事(現

任)　

平成19年6月　 トーセイ・リート投資法人監督役

員　

平成19年11月

　

ニイウスコー株式会社社外取締役

(現任)　

平成20年2月 トーセイ・リート投資法人清算監

督人(現任)　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（非常勤）
― 平　田　毅　彦 昭和27年9月8日生

昭和50年4月 野村證券株式会社入社

(注)4 1,000

昭和54年2月 和田会計事務所入所

昭和56年8月 公認会計士登録

昭和57年5月 平田会計事務所開業、所長

（現任）

昭和57年5月 株式会社エフ・プランニング代表

取締役

平成9年12月 センチュリー監査法人（現新日本

監査法人）代表社員

平成11年10月 株式会社ディジット（現ＳＢＩ

ホールディングス株式会社）監査

役

平成12年3月 デジタルアーツ株式会社監査役

平成12年10月 当社監査役

平成14年5月 ネクステック株式会社監査役（現

任）

平成14年9月 株式会社アガスタ監査役（現任）

平成15年10月 株式会社グッドラック・コーポ

レーション監査役（現任）

平成16年6月 当社相談役

平成16年9月 株式会社常陸台監査役

平成16年10月 エグザクト株式会社監査役

（現任）

平成17年6月 株式会社常陸台取締役会長

（現任）

平成18年2月 株式会社アニバーサリートラベル

監査役（現任）

平成19年6月 当社監査役（現任）

計 153,500

　（注）１　監査役二宮功、窪川秀一、佐々木公明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　平成19年6月27日開催の定時株主総会の終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。

３　平成20年6月26日開催の定時株主総会の終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。

４　平成20年6月26日開催の定時株主総会の終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、今後も企業として更なる成長を目指し、企業価値を拡大していくため、「継続的に、バランスよく高成長を達

成する企業」となることを目標としております。そのためには、コーポレート・ガバナンスの強化が不可欠であり、企

業の透明性を確保しながら、限りある経営資源を効率よく分配できる体制を確立することが重要であると考えており

ます。

　当社は具体的には、主に以下の取り組みを実施しております。

①　監査役を中心とした監査機能の充実

　当社は経営者をはじめとして、社員が若く顧客に近い世代であるため、顧客ニーズをいち早く汲み取り、サービス

に生かすことができることを最大の強みとしており、経営の意思決定を迅速に行う体制を整えております。今後、企

業として更なる成長を遂げていくためには、経営に関するスピーディーな意思決定を行う体制を維持し、同時に経

営陣に対するチェック機能を強化することが大変重要であると認識しております。

②　業務執行・内部統制体制

　当社は業務の執行におきましては、各部門の役割分担を明確にし、指揮命令系統を統一することで、事業環境の変

化に対して迅速に対応を行える体制を確立しております。また、社外監査役を３名選任することで、経営に対する公

平性、透明性の確保を図っております。なお、当社と社外監査役との利害関係はありません。

　監査役は、取締役会に出席し、意見を述べるとともに、定期的に代表取締役社長と意見交換の場を設けております。

また、平成16年10月より代表取締役社長の直轄機関として内部監査室（５名）を設置し、監査役と連携を密にする

ことで、内部牽制機能の向上を図っております。

＜業務執行状況の概要＞

ａ．当社は監査役制度を採用しております。

ｂ．定例の取締役会は、毎月１回開催し、原則として５名の取締役及び社外監査役３名も出席して、経営の意思決定

・監査機能の強化を図っております。なお、必要に応じて臨時の取締役会を開催しております。

ｃ．定例の監査役会は、毎月１回開催し、取締役の職務執行等を厳格に監査しております。また、必要に応じて臨時

の監査役会を開催しております。

ｄ．代表取締役社長の直轄に内部監査室を設置し、内部監査を行っております。

ｅ．会計監査に関しては、会社法監査と金融商品取引法監査についてあずさ監査法人と監査契約を締結しており、

同監査法人が独立の立場から監査を実施できるよう環境を整備しております。当連結会計年度において、当社

の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については、次のとおりでありま

す。

業務を執行した公認会計士の氏名

小田哲生（あずさ監査法人）、柏嵜周弘（あずさ監査法人）

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ５名、その他 ５名

ｆ．当社は、法律問題に関しては、顧問弁護士から適法かつ適切な助言及び指導を受けております。

EDINET提出書類

株式会社　テイクアンドギヴ・ニーズ(E05248)

有価証券報告書

38/98



③　ディスクロージャーへの積極的な取り組み

　当社は、経営の透明性を高めるために積極的なディスクロージャーを行うことが必要と考え、専任の担当者を設置

し、法令等に基づく開示や、会社説明会の開催、機関投資家やアナリストとの個別ミーティングの実施、ウェブを活

用したＩＲ情報の積極的な配信等により、当社の現状のみならず、今後の事業戦略についても迅速かつ正確なディ

スクロージャーの充実に努めております。

④　取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

⑤　役員報酬の内容

　取締役の報酬及び監査役の報酬は、平成12年6月26日開催の第２期定時株主総会で決議された限度額、取締役５億

円以内（年額）、監査役１億円以内（年額）と定めております。当事業年度において取締役に支払われた報酬の総

額は90百万円、監査役に支払われた報酬の総額は14百万円であります。

⑥　監査報酬の内容

　当社の会計監査人であるあずさ監査法人に対する報酬は次のとおりであります。

　公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬　　　　　　　28百万円

　上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1百万円

　（注）当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項に規定する業務以外の業務である財務報告に係る

内部統制に関するアドバイザリー業務についての対価を支払っております。

　

⑦　会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　当社と社外監査役との間には、特記すべき人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

⑧　責任限定契約の内容の概要

　当社の社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1百万円又は法令の定める最低責任限度額のいずれか

高い額としております。

⑨ 取締役の選任の決議要件　

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもってこれを行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任については、累積

投票によらない旨を定款で定めております。

⑩ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

ａ．自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、機動的な資本政策等を遂行するため、取締役会の決議によって市場取

引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

ｂ．中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、毎年9月30日を基準日として、取締役会の決議によって会社

法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）をすることができる旨を定款で定めております。

⑪ 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります　
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(3）当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更しております。なお、比較を容

易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）の連

結財務諸表及び前事業年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融商品取引

法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）の連結財務諸表

及び当事業年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受

けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年 3月31日）
当連結会計年度

（平成20年 3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 ※１  6,876   2,515  

２　売掛金 　  120   268  

３　営業貸付金 　  797   1,061  

４　たな卸資産 　  141   106  

５　前払費用 　  544   562  

６　繰延税金資産 　  200   81  

７　その他 ※１  221   359  

８　貸倒引当金 　  △15   △20  

流動資産合計 　  8,886 23.2  4,934 12.0

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1) 建物及び構築物 ※１ 13,516   15,550   

減価償却累計額 ※２ △1,519 11,997  △2,618 12,931  

(2) 機械装置及び運搬具 　 122   122   

減価償却累計額 ※２ △19 102  △76 46  

(3) 工具器具備品 ※１ 1,855   2,103   

減価償却累計額 ※２ △726 1,128  △1,205 897  

(4) 土地 ※１  6,532   9,961  

(5) 建設仮勘定 ※１　  684   37  

有形固定資産合計 　  20,446 53.4  23,873 58.0

２　無形固定資産 　  320 0.9  1,091 2.6

３　投資その他の資産 　       

(1) 投資有価証券 　  481   617  

(2) 長期貸付金 　  1,441   1,331  

(3) 長期前払費用 　  457   467  

(4) 繰延税金資産 　  67   602  

(5) 差入敷金保証金 　  6,165   8,236  

(6) その他 　  6   6  

投資その他の資産合計 　  8,619 22.5  11,260 27.4

固定資産合計 　  29,385 76.8  36,225 88.0

資産合計 　  38,271 100.0  41,160 100.0
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前連結会計年度

（平成19年 3月31日）
当連結会計年度

（平成20年 3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　買掛金 　  2,980   2,681  

２　短期借入金 ※１  2,730   3,505  

３　１年以内返済予定長期借
入金

※１、3  1,869   2,440  

４　未払法人税等 　  2,211   45  

５　閉店損失引当金 　  ―   94  

６　関係会社事業損失引当金 　  ―   102  

７　その他 　  2,340   2,355  

流動負債合計 　  12,131 31.7  11,224 27.3

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 ※１、3  11,018   16,577  

２　リース資産減損勘定 　  ―   507  

３　その他 　  98   219  

固定負債合計 　  11,116 29.0  17,304 42.0

負債合計 　  23,248 60.7  28,528 69.3

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  2,949 7.7  2,949 7.2

２　資本剰余金 　  2,895 7.6  2,895 7.0

３　利益剰余金 　  9,160 23.9  6,743 16.4

株主資本合計 　  15,005 39.2  12,588 30.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　為替換算調整勘定 　  ― ―  7 0.0

評価・換算差額等合計 　  ― ―  7 0.0

Ⅲ　少数株主持分 　  18 0.1  35 0.1

純資産合計 　  15,023 39.3  12,631 30.7

負債純資産合計 　  38,271 100.0  41,160 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  46,417 100.0  43,642 100.0

Ⅱ　売上原価 　  21,388 46.1  21,193 48.6

売上総利益 　  25,028 53.9  22,449 51.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  18,403 39.6  23,350 53.5

営業利益又は営業損失
（△）

　  6,625 14.3  △901 △2.1

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 29   26   

２　受取配当金 　 0   0   

３　匿名組合収益 　 119   124   

４　受取賃貸料 　 19   14   

５　その他 　 8 176 0.3 13 179 0.4

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 289   494   

２　持分法投資損失 　 117   ―   

３　為替差損 　 ―   70   

４　支払手数料 　 ―   79   

５　その他 　 69 476 1.0 36 681 1.5

経常利益又は経常損失
（△) 　  6,325 13.6  △1,403 △3.2

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※２ 480   ―   

２　投資有価証券売却益 　 ― 480 1.0 0 0 0.0

Ⅶ　特別損失 　       

１　リース解約費用 　 30   ―   

２　提携店舗閉鎖関連費用 　 8   ―   

３　固定資産除却損 ※３ 12   53   

４　本社移転関連費用 　 20   ―   

５　固定資産売却損 ※４ ―   3   

６　減損損失 ※５ ―   771   

７　投資有価証券評価損 　 ―   9   

８　閉店損失引当金繰入額 　 ―   94   

９　関係会社事業損失引当金
繰入額

　 ― 72 0.1 102 1,034 2.4

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失（△）

　  6,733 14.5  △2,437 △5.6

法人税、住民税及び事業
税

　 3,175   72   

法人税等調整額 　 △81 3,094 6.7 △416 △344 △0.8

少数株主損失 　  27 0.1  37 0.1

当期純利益又は当期純
損失（△) 　  3,666 7.9  △2,055 △4.7
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

　
株主資本

少数株主持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年 3月31日残高（百万円） 2,949 2,895 6,020 11,865 ― 11,865

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当（注）   △361 △361  △361

当期純利益   3,666 3,666  3,666

連結子会社の増加   △65 △65  △65

持分法適用会社の増加   △100 △100  △100

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額）

   ― 18 18

連結会計年度中の変動額合計（百万円） ― ― 3,139 3,139 18 3,158

平成19年 3月31日残高（百万円） 2,949 2,895 9,160 15,005 18 15,023

　（注）　平成18年 6月の定時株主総会における利益処分項目です。

当連結会計年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年 3月31日残高（百万円） 2,949 2,895 9,160 15,005

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当   △361 △361

当期純利益（△）   △2,055 △2,055

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

   ―

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

― ― △2,416 △2,416

平成20年 3月31日残高（百万円） 2,949 2,895 6,743 12,588

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年 3月31日残高（百万円） ― ― 18 15,023

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当    △361

当期純利益（△）    △2,055

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

7 7 16 24

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

7 7 16 △2,392

平成20年 3月31日残高（百万円） 7 7 35 12,631
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　   

１　税金等調整前当期純利益
又は当期純損失(△) 　 6,733 △2,437

２　減価償却費 　 1,046 1,575

３　閉店損失引当金の増加額
　

　 ― 94

４　関係会社事業損失引当金
の増加額

　 ― 102

５　受取利息及び受取配当金 　 △29 △26

６　支払利息 　 289 494

７　固定資産売却益 　 △480 ―

８　減損損失 　 ― 771

９　営業貸付金の増加額 　 △659 △264

10　売上債権の増加額 　 △175 △80

11　仕入債務の増減額 　 1,058 △298

12　前払費用の増加額 　 △158 △18

13　未払金の増減額 　 △244 47

14　その他 　 34 △51

小計 　 7,414 △90

15　利息及び配当金の受取額 　 29 23

16　利息の支払額 　 △212 △549

17　法人税等の支払額 　 △2,266 △2,216

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 4,965 △2,833
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前連結会計年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　   

１　匿名組合現金預金の純増
減額

　 △268 △53

２　新規連結子会社の取得に
よる支出

※２ △140 ―

３　有形固定資産の取得によ
る支出

　 △10,552 △5,614

４　有形固定資産の売却によ
る収入　

　 2,797 1

５　施設利用権の取得による
支出 　

　 ― △280

６　貸付金による支出　 　 △1,352 △1

７　貸付金の回収による収入 　 263 110

８　敷金保証金の差入による
支出

　 △2,527 △2,125

９　敷金保証金の返還による
収入

　 262 52

10　その他 　 △115 △217

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △11,631 △8,128

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　   

１　短期借入金の純増減額 　 2,730 774

２　長期借入による収入 　 9,370 8,350

３　長期借入金の返済による
支出

　 △1,638 △2,220

４　配当金の支払額 　 △357 △356

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 10,103 6,547

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

　 ― △0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加
額（減少：△）

　 3,437 △4,414

Ⅵ　新規連結に伴う現金及び現
金同等物の増加額

　 154 ―

Ⅶ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 2,837 6,429

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末
残高

※１ 6,429 2,014
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数

１３社

(1) 連結子会社の数

１３社

　 (2) 連結子会社の名称

株式会社 総合生活

株式会社 ライフエンジェル

株式会社 テイクアンドギヴ・アーツ

株式会社 アニバーサリートラベル

株式会社 Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ

株式会社 パートナーエージェント

株式会社 グッドラック・コーポレー

ション

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 　

大阪

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 　

小倉

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 　

松山

GOODLUCK INTERNATIONAL C

ORPORATION

GOODLUCK INTERNATIONAL BALI

ARLUIS WEDDING (GUAM) CO

RPORATION

　なお、当連結会計年度より、持分法適

用関連会社であった株式会社グッド

ラック・コーポレーションについて

は、持分比率が増加したため、連結子

会社となりました。

(2) 連結子会社の名称

株式会社 総合生活

株式会社 ライフエンジェル

株式会社 テイクアンドギヴ・アーツ

株式会社 アニバーサリートラベル

株式会社 Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ

株式会社 パートナーエージェント

株式会社 グッドラック・コーポレー

ション

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 　

大阪

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 　

小倉

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 　

松山

GOODLUCK INTERNATIONAL C

ORPORATION

GOODLUCK INTERNATIONAL BALI

ARLUIS WEDDING (GUAM) CO

RPORATION

　

　 　 （追加情報）

開示対象特別目的会社の概要、開示対

象特別目的会社を利用した取引の概

要及び開示対象特別目的会社との取

引金額等については、「開示対象特別

目的会社関係」として記載しており

ます。

なお、当連結会計年度より、「一定の

特別目的会社に係る開示に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第

15号　平成19年3月29日）を適用して

おります。

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した関連会社

該当ありません。

　なお、当連結会計年度より、持分法適

用関連会社であった株式会社グッド

ラック・コーポレーションについて

は、持分比率が増加したため、連結子

会社となりました。

(1) 持分法を適用した関連会社

該当ありません。

　

　 (2) 持分法を適用しない関連会社

該当ありません。

(2) 持分法を適用しない関連会社

　　　　同　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、次のとおりであ

ります。

3月31日　６社　　6月30日　４社　　12月31

日　３社

　連結子会社のうち、株式会社グッドラッ

ク・コーポレーション他３社の決算日が6

月末日であり、連結財務諸表の作成に当

たっては、12月末日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を、また、その他の連結

子会社は、それぞれの決算日の財務諸表を

使用しております。

　連結決算日と上記の決算日等との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

　連結子会社の決算日は、次のとおりであ

ります。

3月31日　６社　　6月30日　３社　　12月31

日　４社

　連結子会社のうち、株式会社グッドラッ

ク・コーポレーション他２社の決算日が6

月末日であり、連結財務諸表の作成に当

たっては、12月末日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を、また、その他の連結

子会社は、それぞれの決算日の財務諸表を

使用しております。

　連結決算日と上記の決算日等との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

４　会計処理基準に関する事

項

　 　

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

① 有価証券

ａ その他有価証券

時価のないもの

総平均法による原価法

　なお、匿名組合出資金について

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし持分相当額を純額

で取り込む方法によっておりま

す。

① 有価証券

ａ その他有価証券

時価のないもの

　　　　同　左

　

　 ② たな卸資産

ａ 商品

主に個別法による原価法

② たな卸資産

ａ 商品

　　　　　同　左

　 ｂ 貯蔵品

最終仕入原価法

ｂ 貯蔵品

　　　　　同　左

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

① 有形固定資産

　主に定率法を採用しております。ただ

し、建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　２～８年

工具器具備品　　　　２～15年

① 有形固定資産

　主に定率法を採用しております。ただ

し、建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　２～17年

工具器具備品　　　　２～15年

　また、事業用定期借地権上の建物等に

ついては、借地契約期間に基づく耐用

年数にて償却を行っております。　
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

　 　

　

　

　

　

　

 (会計方針の変更)

  法人税法の改正((所得税法等の一部

を改正する法律　平成19年3月30日　法

律第6号)及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令　平成19年3月30日　政

令第83号))に伴い、当連結会計年度か

ら、平成19年4月1日以降に取得したも

のについては、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に

比べて、営業損失、経常損失及び税金等

調整前当期純損失は、それぞれ16

百万円増加しております。

　 　

　

　

　

　

　

 (追加情報)

　当連結会計年度から、平成19年3月31

日以前に取得したものについては、償

却可能限度額まで償却が終了した翌年

から5年間で均等償却する方法によっ

ております。

　当該変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。

　 　

　

　

　

　

　

 (追加情報)

　従来、事業用定期借地権上の建物等に

ついては、他の減価償却資産と同様、法

人税法の規定に基づく耐用年数により

償却を行っておりましたが、当連結会

計年度より借地契約期間で償却を行う

ことといたしました。

　これは、建物等の耐用年数を当該借地

契約期間とすることで、より合理的な

期間損益計算を行い、財政状態の健全

化を図るためのものであります。

　これに伴い、前連結会計年度と同一の

方法によった場合と比べ、営業損失、経

常損失及び税金等調整前当期純損失

は、それぞれ317百万円増加しておりま

す。

　 ② 無形固定資産

　定額法によっております。ただし、ソ

フトウェアに関しましては、社内にお

ける見込利用可能期間（５年）による

定額法によっております。

② 無形固定資産

　　　　　　同　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

(3) 重要な引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

①貸倒引当金

　　　　　　同　左

　 　

 

 

―――――――――――

②閉店損失引当金 

　店舗閉鎖に伴い発生する損失に備え、

店舗閉鎖により合理的に見込まれる中

途解約違約金及び原状回復費等の閉店

関連損失見込額を計上しております。

　 　

  

―――――――――――

③関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業の損失に備えるため、

当社が負担すると見込まれる損失見込

額を計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換

算基準　

　

 

 

  

―――――――――――

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、当

該子会社等の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は当該

子会社等の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及び少数株

主持分に含めて計上しております。

(5) 重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

　　　　　　　同　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

(6) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処

理を採用しております。

① ヘッジ会計の方法

　　　　　 同　左

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

（ヘッジ対象）

借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　 同　左

　

　

　

　 ③ ヘッジ方針

　当社グループは、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップ取

引を行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行っております。

③ ヘッジ方針

           同　左

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては特例処理の

要件を満たしているため記載を省略し

ております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

           同　左

(7) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

           同　左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

              同　左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんは５年間で均等償却しておりま

す。

              同　左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

              同　左
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

―――――――

　

（連結損益計算書）　

　前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「支払手数料」は営業外費用の

総額の100分の10を超えたため区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度における「支払手数料」の金額は

47百万円であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（平成20年 3月31日）

※１　担保に供している資産及び担保付債務

① 担保資産

※１　担保に供している資産及び担保付債務

① 担保資産

現金及び預金 407百万円

流動資産（その他） 44　

建物及び構築物 3,347　

工具器具備品 128　

土地 6,080　

合計 10,007　

現金及び預金 460百万円

建物及び構築物 4,361　

工具器具備品 113　

土地 9,554　

建設仮勘定 21　

合計 14,512　

② 担保付債務 ② 担保付債務

短期借入金 1,420百万円

１年以内返済予定長期借入金 526　

長期借入金 7,007　

合計 8,953　

１年以内返済予定長期借入金 919　

長期借入金 11,792　

合計 12,712　

※２　――――――――――――――――― ※２　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

　 　

※３　―――――――――――――――――　 ※３　財務制限条項　

　 　　　　当社の借入金のうち8,100百万円には、下記の財務制限

条項が付せられております。なお、これに抵触した

場合には、当該借入金の返済を求められる可能性が

あります。

①各連結会計年度の決算期の末日における連結貸

借対照表における純資産の部の金額を、前年同期比

75％以上に維持すること。

②各事業年度の決算期の末日における単体の貸借

対照表における純資産の部の金額を、前年同期比

75％以上に維持すること。

③各連結会計年度の決算期の末日における連結損

益計算書に示される営業損益が2期連続して損失と

ならないようにすること。

④各事業年度の決算期の末日における単体の損益

計算書に示される営業損益が2期連続して損失とな

らないようにすること。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給与手当 4,149百万円

広告宣伝費 3,308

地代家賃 4,394

給与手当 4,557百万円

広告宣伝費 4,097

地代家賃 5,341

※２　固定資産売却益の内訳 ※２　―――――――――――――――――

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 479

合計 480

 

※３　固定資産除却損の内訳 ※３　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 7百万円

工具器具備品 4

合計 12

建物及び構築物 2百万円

工具器具備品  0

建設仮勘定  50

合計 53

※４　――――――――――――――――― ※４　固定資産売却損の内訳

 建物及び構築物 3百万円
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前連結会計年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

※５　――――――――――――――――― ※５　減損損失

　 　 当社グループは、以下の資産グループについて減損　　損失を計上しまし

た。

 
会社名 用途 種類 場所

株式会社 

テイクアンド

ギヴ・ニーズ

店舗設備

建物及び構築物・

工具器具備品・

リース資産 

九州地区

株式会社 

Ｔ＆Ｇ 

Ｂｅａｕｔｙ

店舗設備
建物・機械装置・

工具器具備品

近畿・

九州地区

GOODLUCK 

INTERNATIONALCORPORATION
遊休資産 土地

米国

ハワイ州

　 　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を

基本単位としてグルーピングして、減損損失の認識を行っております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、また、継続してマ

イナスとなる見込みである店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（771百万円）として特別損失に計上して

おります。

　減損損失の内訳は、建物及び構築物129百万円、機械装置44百万円、工具

器具備品17百万円、土地30百万円、リース資産減損勘定550百万円であり

ます。

　なお、減損損失の測定における回収可能価額の算定に当たっては、土地

については、取引事例等を勘案した正味売却可能価額より評価しており

ます。また、土地を除く資産につきましては使用価値によっております

が、将来キャッシュ・フローに基づく評価額がマイナスであるため具体

的な割引率の算定は行っておりません。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 722,700 ― ― 722,700

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年 6月28日

定時株主総会
普通株式 361 500 平成18年 3月31日 平成18年 6月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年 6月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 361 500 平成19年 3月31日 平成19年 6月28日

当連結会計年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 722,700 ― ― 722,700

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年 6月27日

定時株主総会
普通株式 361 500 平成19年 3月31日 平成19年 6月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年 3月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年 3月31日現在）

現金及び預金勘定 6,876百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△40

現金及び預金のうち匿名組合

保有額
△407

現金及び現金同等物 6,429

現金及び預金勘定 2,515百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△40

現金及び預金のうち匿名組合

保有額
△460

現金及び現金同等物 2,014

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内容

　株式の取得により新たに株式会社グッドラック・

コーポレーションを連結したことに伴う連結開始時

の資産及び負債の内訳並びに株式取得価格と取得の

ための支出（純額）との関係は次のとおりでありま

す。

株式会社グッドラック・コーポレーション

※２　―――――――――――――――――

流動資産 231百万円

固定資産 943

のれん 102

流動負債 △1,187

持分法による投資評価額 210

株式会社グッドラック・コー

ポレーションの取得価格
300

株式会社グッドラック・コー

ポレーションの現金及び現金

同等物

159

差引： 　

株式会社グッドラック・コー

ポレーション取得のための支

出

140
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び当期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び当期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相当
額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物 11,421 1,215 10,205

工具器具備
品

2,066 645 1,421

合計 13,487 1,860 11,626

　

取得価額
相当額
（百万
円）

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失 
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万
円）

建物 11,825 2,244 518 9,062

工具器
具備品

2,322 1,023 32 1,267

合計 14,147 3,267 550 10,329

②　未経過リース料期末残高相当額

　未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘

定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,095百万円
１年超 10,747

合計 11,842

１年内 1,198百万円
１年超 10,323

合計 11,522
　 　
リース資産減損勘定の残高 550百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③　支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 1,754百万円
減価償却費相当額 1,162
支払利息相当額 848

支払リース料 2,231百万円
減価償却費相当額 1,459
支払利息相当額 1,090
減損損失 550

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

                  同　左

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

利息相当額の算定方法

                  同　左

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料期末残高相当額

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料期末残高相当額

１年内 253百万円
１年超 1,375

合計 1,628

１年内 253百万円
１年超 1,121

合計 1,375
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（有価証券関係）

　１.当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

― ―　 ―　 24　 0　 ―　

　　２.時価評価されていない主な有価証券

内容
前連結会計年度（平成19年 3月31日） 当連結会計年度（平成20年 3月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

匿名組合出資金 411 536

非上場株式 70 80

　　（注）当連結会計年度中において、その他有価証券で時価のない株式9百万円の減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

(1) 取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、金利スワップで

あります。

(1) 取引の内容

同　左

(2) 取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同　左

(3) 取引の利用目的

　デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的

で利用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

(3) 取引の利用目的

同　左

　

①ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ておりますので、特例処理を採用しております。

　

　

②ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

　

　

　

（ヘッジ対象）

借入金の利息

　

　

③ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契

約ごとに行っております。

　

　

④ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たしているた

め、有効性の判定を省略しております。

　

　

(4) 取引に係るリスクの内容

　当社が利用している金利スワップは、市場金利の変

動によるリスクがあります。なお、取引の契約先は信

用度の高い金融機関に限定しているため、相手先の契

約不履行による信用リスクはほとんどないと認識し

ております。

(4) 取引に係るリスクの内容

同　左

(5) 取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決裁担

当者の承認を得て行っております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同　左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

該当事項はありません。

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計

を適用しておりますので注記の対象から除いております。

該当事項はありません。

同　左
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

　該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　
平成13年の旧商法

280条ノ19第1項の規定に基づく新株引受権

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年 9月17日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名及び当社従業員12名

株式の種類及び付与数 普通株式　22,500株

付与日 平成13年 9月17日

権利確定条件

付与日（平成13年 9月17日）から

権利確定日（平成15年 9月17日）

まで継続して勤務していること

対象勤務期間 平成13年 9月17日～平成15年 9月17日

権利行使期間 平成15年 9月17日～平成23年 9月16日

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

　
平成13年の旧商法

280条ノ19第1項の規定に基づく新株引受権

会社名 提出会社

権利確定前 　

期首（株） ―

付与（株） ―

失効（株） ―

権利確定（株） ―

未確定残（株） ―

権利確定後 　

期首（株） 9,000

権利確定（株） ―

権利行使（株） ―

失効（株） ―

未行使残（株） 9,000

②　単価情報

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年 9月17日

権利行使価格（円） 5,556

行使時平均株価（円） ―

付与日における公正な評価単価（円） ―

当連結会計年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
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(1) ストック・オプションの内容

　
平成13年の旧商法

280条ノ19第1項の規定に基づく新株引受権

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年 9月17日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名及び当社従業員12名

株式の種類及び付与数 普通株式　22,500株

付与日 平成13年 9月17日

権利確定条件

付与日（平成13年 9月17日）から

権利確定日（平成15年 9月17日）

まで継続して勤務していること

対象勤務期間 平成13年 9月17日～平成15年 9月17日

権利行使期間 平成15年 9月17日～平成23年 9月16日

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

　
平成13年の旧商法

280条ノ19第1項の規定に基づく新株引受権

会社名 提出会社

権利確定前 　

期首（株） ―　

付与（株） ―　

失効（株） ―　

権利確定（株） ―　

未確定残（株） ―　

権利確定後 ―　

期首（株） 9,000

権利確定（株） ―　

権利行使（株） ―

失効（株） ―

未行使残（株）  9,000

②　単価情報

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年 9月17日

権利行使価格（円）  5,556

行使時平均株価（円） ―

付与日における公正な評価単価（円） ―
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（平成20年 3月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内訳 １　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内訳

（繰延税金資産）  

税務上の繰越欠損金 373百万円

未払事業税 166

借地権償却 75

未払事業所税 16

長期前払費用償却 13

前受金 12

その他 6

繰延税金資産小計 664

評価性引当額 △373

繰延税金資産合計 291

（繰延税金負債）  

長期貸付金利息 23

その他 0

繰延税金負債合計 23

繰延税金資産純額 267

（繰延税金資産）  

税務上の繰越欠損金 731百万円

減損損失 352

減価償却超過額 142

借地権償却　 88

関係会社事業損失引当金 41

その他 127

繰延税金資産小計 1,484

評価性引当額 △769

繰延税金資産合計 714

（繰延税金負債）  

長期貸付金利息 30

繰延税金負債合計 30

繰延税金資産純額 683

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

欠損子会社の未認識税務利益 3.2％

住民税均等割額 2.2％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
46.0％

　　  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税金等調整前当期純損失が計

上されているため記載しておりません。　 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める国内ウェディング

事業の割合が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別のセグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

 

国内ウェ
ディング事
業
 

（百万円）

海外・リ
ゾートウェ
ディング事
業

（百万円）

結婚派生
事業
 

（百万円）

計 
 
 

（百万円）

消去又は　
全社
 

（百万円）

連結
 
 

（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 40,515 1,717 1,409 43,642 ― 43,642

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
4 7 6 17 △17 ―

計 40,520 1,724 1,415 43,660 △17 43,642

営業費用 38,436 2,038 2,205 42,680 1,863 44,543

営業利益又は営業損失

（△）
2,084 △313 △790 980 △1,881 △901

Ⅱ　資産、減価償却費、

減損損失及び資本的支出
      

資産 33,816 2,246 2,418 38,481 2,678 41,160

減価償却費 1,410 51 82 1,544 31 1,575

減損損失　 569 30 171 771 ― 771

資本的支出 5,139 839 86 6,065 2 6,067

　（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　　２．各区分の主なサービス

 　　　　　(1) 国内ウェディング事業　…………………国内におけるウェディングの運営

 　　　　 （2）海外・リゾートウェディング事業　……海外・リゾートにおけるウェディングの運営

 　　　　  (3) 結婚派生事業　……………………………結婚準備及び生活を総合サポートするインターネットメディ

アの制作及び運営等の結婚に派生する事業

　　　　３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,893百万円）の主なものは、親会社

本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

　　　　４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（2,678百万円）のうち主なものは、親会社での現預

金、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

　　　　５．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれており、資本的支出には、長期前払費用の増加額が含ま

れております。

　　　　６．国内ウェディング事業の減損損失569百万円には、リース資産に対する減損損失550百万円が含まれてお

ります。

　　　　７．従来、全セグメントの売上高の合計額、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「国

内ウェディング事業」の割合がいずれも９０％を超えていたため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しておりましたが、「海外・リゾートウェディング事業」及び「結婚派生事業」の重要

性が増したことから、当連結会計年度より事業の種類別セグメント情報を記載しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。

当連結会計年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

　　　役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所

資本金
又は　出
資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有　　　(被
所有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員の
兼任等
（人）

事業上
の関係

 役員  野尻 佳孝 ― ―
当社代表

取締役社長

 (所有) 

 直接21.08
― ―

挙式宴会売上　

(注)1
148 ― ―

　（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

当該取引の販売価格等については、取締役会の承認に基づき実行されております。

２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

（開示対象特別目的会社関係）

当連結会計年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

　　　１．開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

　　　　　当社は、資金調達先の多様化を図り、安定的に資金を調達することを目的として、不動産の流動化を実施するに当た

り、特例有限会社である特別目的会社を利用しております。

　当社は、平成16年3月に自社2店舗（アーカンジェル迎賓館名古屋、アーフェリーク迎賓館福岡）を特別目的会社

に譲渡する「自社2店舗の流動化」を実施いたしました。

　当社は、特別目的会社から、譲渡した不動産の賃借を行っております。また、当社は同社に対して、匿名組合契約

を締結しており、当該契約により出資金を有しております。匿名組合出資金については、すべて回収する予定であ

り、平成20年3月末現在、将来における損失負担の可能性はないと判断しております。

　平成20年3月末において取引残高のある特別目的会社はこの１社であり、同社の直近の決算日における資産総額

は2,158百万円、負債総額は2,154百万円です。なお、同社に対しては、当社及び連結子会社は議決権のある出資等は

有しておらず、役員や従業員の派遣もありません。

　

　　　２．当連結会計年度における特別目的会社との取引金額等は、次のとおりです。

 主な取引の金額又は期末残高（百万円）
主な損益

（項目） （百万円）

匿名組合出資金 536 匿名組合収益 124

賃借取引（注1） － 地代家賃 211

　　　（注） 譲渡した不動産について当社が賃借を行っており、当該賃借取引は通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

て会計処理されております。なお当該賃借取引は解約不能なオペレーティング・リース取引に該当

し、その未経過リース料の金額については、「リース取引関係」において注記しております。

　

　

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

１株当たり純資産額 20,762円94銭

１株当たり当期純利益 5,073円62銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
5,014円10銭

１株当たり純資産額 17,429円46銭

１株当たり当期純損失 2,844円03銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

　（注）　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

（平成19年 3月31日）
当連結会計年度

（平成20年 3月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 15,023 12,631

普通株式に係る純資産額（百万円） 15,005 12,596

差額の主要な内訳（百万円）

少数株主持分
18 35

普通株式の発行済株式数（株） 722,700 722,700

普通株式の自己株式数（株） ― ―

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 722,700 722,700

２　１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年 4月 1日
至 平成20年 3月31日）

１株当たり当期純利益又は当期純損失   

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△)（百万円） 3,666 △2,055

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)（百万円） 3,666 △2,055

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円） ― ―

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 722,700 722,700

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた当期

純利益調整額の主要な内訳（百万円）
― ―

当期純利益調整額（百万円） ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主要な内訳（株）

新株予約権

8,578 ―

普通株式増加数（株） 8,578 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要
―

新株予約権（旧商法第

280条ノ19第1項の規定に

基づく新株引受権）の目

的となる株式の数

9,000株
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

―――――――

　

１.新株の発行について

　当社は、平成20年4月14日開催の取締役会において、第三

者割当の方法による新株式の発行を決議し、平成20年4月

30日に払込が完了いたしました。

   

    ①募集等の方法：第三者割当

　  ②発行新株式：普通株式100,000株 

　  ③発行価額：1株につき10,000円   

　  ④発行価額の総額：1,000百万円 

    ⑤資本組入額：1株につき5,000円 

 　 ⑥資本組入額の総額：500百万円 

　  ⑦払込期日：平成20年 4月30日 

⑧資金の使途：新規出店に係る設備投資及び既存店

のメンテナンス並びに大型修繕 

　

２.子会社における事業譲渡について

　当社は、平成20年5月22日開催の取締役会において、当社

の連結子会社である株式会社パートナーエージェントの

結婚情報サービス事業の譲渡を決議いたしました。

　

  ①譲渡する相手会社の名称

株式会社ドリームドア

  ②譲渡する事業の内容

結婚情報サービス事業

売上高207百万円（平成20年3月期）

  ③譲渡する資産及び負債

資産　　139百万円

負債　 　31百万円

　④譲渡価額

10百万円

　⑤重要な特約等

　以下の契約の地位承継に係わる連帯保証特約

 ・不動産賃貸借契約

  　・リース契約
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,730 3,505 1.44 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,869 2,440 2.68 ―

１年以内に返済予定のリース債務　 ― ― ― ―

長期借入金（１年以内に返済予定のもの

を除く）
11,018 16,577 2.97

平成21月 4月30日

～平成35年 3月31日

リース債務（１年以内に返済予定のもの

を除く）　
― ― ― ―　

その他の有利子負債　 ― ― ― ―

合計 15,617 22,522 ― ―

　（注）１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額は以下のとおりであります。

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

2,429 2,429 3,560 936

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年 3月31日）
当事業年度

（平成20年 3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  5,638   1,677  

２　売掛金 　  67   54  

３　商品 　  52   29  

４　貯蔵品 　  19   7  

５　前払費用 　  500   549  

６　繰延税金資産 　  200   81  

７　短期貸付金 ※３  2,370   1,672  

８　その他 　  32   184  

９　貸倒引当金 　  △12   △12  

流動資産合計 　  8,867 27.4  4,243 12.1
Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産        

(1) 建物 ※１ 8,634   9,863   

減価償却累計額 ※４ 917 7,716  1,600 8,263  

(2) 構築物 　 2,222   2,478   

減価償却累計額 ※４ 517 1,705  736 1,741  

(3) 車両運搬具 　 5   5   

減価償却累計額 　 4 0  5 0  

(4) 工具器具備品 　 1,668   1,836   

減価償却累計額 ※４ 703 965  1,140 695  

(5) 土地 ※１  2,772   6,246  

(6) 建設仮勘定 　  166   ―  

有形固定資産合計 　  13,327 41.2  16,947 48.2
２　無形固定資産 　       

(1) ソフトウェア 　  76   90  

(2) その他 　  25   19  

無形固定資産合計 　  101 0.3  109 0.3
３　投資その他の資産 　       

(1) 投資有価証券 　  1,356   590  

(2) 関係会社株式 　  781   1,466  

(3) その他関係会社有価証
券 

　  ―   1,154  

(4) 出資金 　  5   6  

(5) 長期貸付金 　  1,434   1,328  

(6) 従業員長期貸付金 　  6   3  

(7) 関係会社長期貸付金 　  ―   1,190  

(8) 長期前払費用 　  399   414  

(9) 繰延税金資産 　  67   612  

(10) 差入敷金保証金 　  5,993   7,985  

(11) 貸倒引当金 　  ―   △968  

投資その他の資産合計 　  10,044 31.1  13,782 39.4

固定資産合計 　  23,473 72.6  30,838 87.9

資産合計 　  32,340 100.0  35,082 100.0
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前事業年度

（平成19年 3月31日）
当事業年度

（平成20年 3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　買掛金 　  2,903   2,596  

２　短期借入金 ※１  1,920   2,300  

３　１年以内返済予定長期借
入金

※１、５  1,572   2,198  

４　未払金 　  785   768  

５　未払費用 　  40   31  

６　未払法人税等 　  2,209   42  

７　未払消費税等 　  208   ―  

８　前受金 　  827   892  

９　預り金 　  106   38  

10　前受収益 　  ―   19  

11　その他 　  0   46  

流動負債合計 　  10,574 32.7  8,934 25.5
Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 ※１、５  6,086   11,887  

２　リース資産減損勘定 　  ―   507  

３　その他 　  3   135  

固定負債合計 　  6,090 18.8  12,530 35.7

負債合計 　  16,664 51.5  21,464 61.2
（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  2,949 9.1  2,949 8.4
２　資本剰余金 　       

(1) 資本準備金 　 2,895   2,895   

資本剰余金合計 　  2,895 9.0  2,895 8.2
３　利益剰余金 　       

(1) その他利益剰余金 　       

特別償却準備金 　 0   ―   

繰越利益剰余金 　 9,831   7,772   

利益剰余金合計 　  9,831 30.4  7,772 22.2

株主資本合計 　  15,676 48.5  13,617 38.8

純資産合計 　  15,676 48.5  13,617 38.8

負債純資産合計 　  32,340 100.0  35,082 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  45,833 100.0  40,520 100.0
Ⅱ　売上原価 　  21,259 46.4  19,733 48.7

売上総利益 　  24,573 53.6  20,787 51.3
Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１　広告宣伝費 　 3,157   3,490   

２　役員報酬 　 98   105   

３　給与手当 　 3,874   4,196   

４　福利厚生費 　 509   614   

５　地代家賃 　 4,785   5,535   

６　消耗品費 　 273   325   

７　減価償却費 　 912   1,355   

８　支払手数料 　 1,142   1,389   

９　その他 　 3,166 17,922 39.1 3,980 20,994 51.8
営業利益又は営業損失
（△）

　  6,651 14.5  △207 △0.5

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 ※１　 34   83   

２　受取配当金 　 0   0   

３　匿名組合収益 ※１ 306   336   

４　受取賃貸料 　 19   14   

５　その他 　 14 375 0.9 16 451 1.1
Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 114   317   

２　支払手数料 　 47   79   

３　その他 　 7 169 0.4 13 411 1.0
経常利益又は経常損失
（△）

　  6,857 15.0  △167 △0.4

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※２ 480   ―   

２　投資有価証券売却益 　 ― 480 1.0 0 0 0.0
Ⅶ　特別損失 　       

１　リース解約費用 　 30   ―   

２　提携店舗閉鎖関連費用 　 8   ―   

３　固定資産除却損 ※３ 12   3   

４　本社移転関連費用 　 20   ―   

５　固定資産売却損 ※４ ―   3   

６　減損損失 ※５ ―   612   

７　投資有価証券評価損 　 ―   9   

８　関係会社株式評価損 　 ―   295   

９　関係会社貸倒引当金
繰入額 

　 ― 72 0.2 968 1,891 4.7

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 　  7,264 15.8  △2,058 △5.1

法人税、住民税及び
事業税

　 3,175   66   

法人税等調整額 　 △82 3,092 6.7 △427 △361 △0.9
当期純利益又は当期純
損失（△）

　  4,172 9.1  △1,697 △4.2

　 　       

EDINET提出書類

株式会社　テイクアンドギヴ・ニーズ(E05248)

有価証券報告書

73/98



売上原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年 4月１日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月１日
至　平成20年 3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ｉ　商品原価 　       

１　料飲材料費 　 11,554 11,554 54.3 10,538 10,538 53.4

Ⅱ　経費 　       

１　業務委託費 　 9,705 9,705 45.7 9,194 9,194 46.6

売上原価合計 　  21,259 100.0  19,733 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

　

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成18年 3月31日残高
（百万円）

2,949 2,895 2,895 0 6,020 6,020 11,865 11,865

事業年度中の変動額         

特別償却準備金取崩額
（注）

   △0 0 ― ― ―

特別償却準備金取崩額    △0 0 ― ― ―

剰余金の配当（注）     △361 △361 △361 △361

当期純利益（△）     4,172 4,172 4,172 4,172

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― ― ― △0 3,810 3,810 3,810 3,810

平成19年 3月31日残高
（百万円）

2,949 2,895 2,895 0 9,831 9,831 15,676 15,676

　（注）　平成18年 6月の定時株主総会における利益処分項目です。

当事業年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

　

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成19年 3月31日残高
（百万円）

2,949 2,895 2,895 0 9,831 9,831 15,676 15,676

事業年度中の変動額         

特別償却準備金取崩額    △0 0 ― ― ―

剰余金の配当     △361 △361 △361 △361

当期純利益（△）     △1,697 △1,697 △1,697 △1,697

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― ― ― △0 △2,058 △2,058 △2,058 △2,058

平成20年 3月31日残高
（百万円）

2,949 2,895 2,895 ― 7,772 7,772 13,617 13,617
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同　左

　 (2) その他有価証券

　時価のないもの

　総平均法による原価法

　なお、匿名組合出資金については、組

合契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法

によっております。

(2) その他有価証券

　時価のないもの

同　左

２　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

(1) 商品

婚礼付帯商品

個別法による原価法

(1) 商品

婚礼付帯商品

同　左

　 料飲商品

移動平均法による原価法

料飲商品

同　左

　 (2) 貯蔵品

最終仕入原価法

(2) 貯蔵品

同　左

３　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、

建物（建物附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　　 ３～41年

構築物　　　　　　　　 10～45年

車両運搬具及び工具器具備品

２～15年

　また、取得価額10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については、３年

間均等償却によっております。

(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、

建物（建物附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　　 ３～41年

構築物　　　　　　　　 10～45年

車両運搬具及び工具器具備品

２～15年

　取得価額10万円以上20万円未満の少

額減価償却資産については、３年間均

等償却、事業用定期借地権上の建物等

については、借地契約期間に基づく耐

用年数にて償却を行っております。

　

　 　

　

　

　

　

　

 (会計方針の変更)

  法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年3月30日　

法律第6号)及び(法人税法施行令の一

部を改正する政令　平成19年3月30日　

政令第83号))に伴い、当事業年度か

ら、平成19年4月1日以降に取得したも

のについては、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合

に比べて、営業損失、経常損失及び税

引前当期純損失は、それぞれ15百万円

増加しております。
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項目
前事業年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

　 　

　

　

　

　

　

 (追加情報)

　当事業年度から、平成19年3月31日以

前に取得したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した翌年か

ら5年間で均等償却する方法によって

おります。

　当該変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。

　 　

　

　

　

　

　

 (追加情報)

　従来、事業用定期借地権上の建物等

については、他の減価償却資産と同

様、法人税法の規定に基づく耐用年数

により償却を行ってまいりましたが、

当事業年度より借地契約期間で償却

を行うことといたしました。

　これは、建物等の耐用年数を当該借

地契約期間とすることで、より合理的

な期間損益計算を行い、財政状態の健

全化を図るためのものであります。

　これに伴い、前事業年度と同一の方

法によった場合と比べ、営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失は、それ

ぞれ317百万円増加しております。

　 (2) 無形固定資産

　定額法によっております。ただし、ソ

フトウェアに関しましては、社内にお

ける見込利用可能期間（５年）による

定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同　左

　 (3) 長期前払費用

　均等償却によっております。

　なお、主な償却期間は２年から20年で

あります。

(3) 長期前払費用

同　左

４　引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

貸倒引当金

同　左

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同　左
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項目
前事業年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

６　ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処

理を採用しております。

①ヘッジ会計の方法

　　　　　　 同　左

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

②ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

           同　左

　 （ヘッジ対象）

借入金の利息

（ヘッジ対象）

           同　左

　 ③ヘッジ方針

　当社は、借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別契約

ごとに行っております。

③ヘッジ方針

             同　左

　 ④ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては特例処理の

要件を満たしているため記載を省略し

ております。

④ヘッジ有効性評価の方法

             同　左

７　その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同　左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日企

業会計基準5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会平

成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号）を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は15,676百万

円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

                    ――――――

　

　

　

　

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

（貸借対照表）

　前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました短期貸付金（前期末残高10百万円）は資

産の合計額の100分の１を超えたため、区分掲記すること

に変更しております。

                    ――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年 3月31日）

当事業年度
（平成20年 3月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 1,118百万円

土地 2,665

合計 3,783

建物 2,165百万円

土地 6,138

合計 8,303

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,420百万円

１年以内返済予定長期借入金 238

長期借入金 2,086

合計 3,745

１年以内返済予定長期借入金 688百万円

長期借入金 7,102

合計 7,791

　２　偶発債務

関係会社株式会社ライフエンジェルの銀行借入金

に対する保証債務

　２　偶発債務

関係会社株式会社ライフエンジェルの銀行借入金

に対する保証債務

810百万円 1,090百万円

関係会社株式会社グッドラック・コーポレーショ

ンの不動産賃貸借契約に係る保証債務

関係会社株式会社グッドラック・コーポレーショ

ンの不動産賃貸借契約に係る保証債務

446百万円 418百万円

※３　関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

主なものは次のとおりであります。

※３　関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

主なものは次のとおりであります。

短期貸付金 2,370百万円 短期貸付金 1,672百万円

※４　――――――――――――――――― ※４　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

※５　―――――――――――――――――　 ※５　財務制限条項　　

　 　　　　当社の借入金のうち8,100百万円には、下記の財務制限

条項が付せられております。なお、これに抵触した

場合には、当該借入金の返済を求められる可能性が

あります。

①各連結会計年度の決算期の末日における連結貸

借対照表における純資産の部の金額を、前年同期比

75％以上に維持すること。

②各事業年度の決算期の末日における単体の貸借

対照表における純資産の部の金額を、前年同期比

75％以上に維持すること。

③各連結会計年度の決算期の末日における連結損

益計算書に示される営業損益が2期連続して損失と

ならないようにすること。

④各事業年度の決算期の末日における単体の損益

計算書に示される営業損益が2期連続して損失とな

らないようにすること。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

※１　関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。

※１　関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。

匿名組合収益 187百万円 関係会社からの受取利息 61百万円

匿名組合収益 211

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※２　―――――――――――――――――

車両運搬具 0百万円

土地 479

合計 480

 

　 　

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 7百万円

工具器具備品 4

合計 12

建物 2百万円

工具器具備品 0

合計 3

※５　――――――――――――――――― ※４　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

 建物 3百万円

※６　――――――――――――――――― ※５　減損損失

　 　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。

 
用途 種類 場所

店舗設備
建物・構築物・工具器

具備品・リース資産 
九州地区

 　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て店舗を基本単位としてグルーピングし、減損損失の

認識を行っております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、

また、継続してマイナスとなる見込みである店舗につ

いて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（612百万円）として特別損失に計上いた

しました。

　減損損失の内訳は、建物29百万円、構築物10百万円、工

具器具備品23百万円、リース資産減損勘定550百万円で

あります。

 

　なお、減損損失の測定における回収可能価額は使用価

値によっておりますが、将来キャッシュ・フローに基

づく評価額がマイナスであるため具体的な割引率の算

定は行っておりません。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

１　自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

１　自己株式に関する事項

　該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び当期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び当期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物 11,421 1,215 10,205

工具器具
備品

1,998 643 1,354

合計 13,419 1,858 11,560

　

取得価額
相当額
（百万
円）

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万
円）

建物 11,825 2,244 518 9,062

工具器
具備品

2,254 1,007 32 1,214

合計 14,079 3,252 550 10,277

②　未経過リース料期末残高相当額

未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘

定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,081百万円

１年超 10,694

合計 11,776

１年内 1,185百万円
１年超 10,282

合計 11,468
　 　
リース資産減損勘定の残高 550百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③　支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 1,752百万円

減価償却費相当額 1,160

支払利息相当額 848

支払リース料 2,217百万円

減価償却費相当額 1,445

支払利息相当額 1,089

減損損失 550

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同　左

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

利息相当額の算定方法

同　左

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料期末残高相当額

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料期末残高相当額

１年内 197百万円

１年超 985

合計 1,182

１年内 197百万円

１年超 788

合計 985
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（有価証券関係）

前事業年度（平成19年 3月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成20年 3月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年 3月31日）

当事業年度
（平成20年 3月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内訳 １　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内訳

（繰延税金資産）  

前受金 12百万円

未払事業税 166

借地権償却 75

長期前払費用償却 13

未払事業所税 16

その他 6

繰延税金資産合計 291

（繰延税金負債）  

長期貸付金利息 23

その他 0

繰延税金負債合計 23

繰延税金資産の純額 267

（繰延税金資産）  

借地権償却 88百万円

減価償却超過額 142

減損損失 249

関係会社貸倒引当金繰入額 395

関係会社株式評価損 124

その他 139

繰延税金資産小計 1,139

評価性引当額 △414

繰延税金資産合計 725

（繰延税金負債）  

長期貸付金利息 30

繰延税金負債合計 30

繰延税金資産純額 694

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため、注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異については、税引前当期純損失が計上さ

れているため記載しておりません。　 

（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成18年 4月 1日　至　平成19年 3月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年 4月 1日　至　平成20年 3月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

１株当たり純資産額 21,691.30円

１株当たり当期純利益 5,772.98円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 5,705.26円

１株当たり純資産額 18,842.61円

１株当たり当期純損失 2,348.69円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

　（注）　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

（平成19年 3月31日）
当事業年度

（平成20年 3月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 15,676 13,617

普通株式に係る純資産額（百万円） 15,676 13,617

差額の主要な内訳（百万円） ― ―

普通株式の発行済株式数（株） 722,700 722,700

普通株式の自己株式数（株） ― ―

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 722,700 722,700

２　１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

１株当たり当期純利益又は当期純損失   

１　普通株式に係る当期純利益又は当期純損失   

(1) 損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△)

（百万円）
4,172 △1,697

(2) 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)（百万円） 4,172 △1,697

２　普通株式の期中平均株式数（株） 722,700 722,700

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

１　当期純利益調整額（百万円） ― ―

２　普通株式増加数の主要な内訳（株）

　　　新株予約権
8,578 ―

普通株式増加数（株） 8,578 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要
―

新株予約権（旧商法第

280条ノ19第1項の規定に

基づく新株引受権）の目

的となる株式の数

9,000株
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

当事業年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

―――――――

　

 新株の発行について

　当社は、平成20年4月14日開催の取締役会において、第三

者割当の方法による新株式の発行を決議し、平成20年4月

30日に払込が完了いたしました。

   

    ①募集等の方法：第三者割当

　  ②発行新株式：普通株式100,000株 

　  ③発行価額：1株につき10,000円   

　  ④発行価額の総額：1,000百万円 

    ⑤資本組入額：1株につき5,000円 

 　 ⑥資本組入額の総額：500百万円 

　  ⑦払込期日：平成20年 4月30日 

⑧資金の使途：新規出店に係る設備投資及び既存店

のメンテナンス並びに大型修繕 
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

株式会社 東京プロパティマネジメント 200 10

株式会社 ケイビーエムジェイ　 200 36

株式会社 ギャレリアコレクション 100 7

株式会社 グリーンリビング 30 0

計 530 53

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

（投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資）
  

有限会社 ＴＧＮ ― 536

計 ― 536
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産        

建物 8,634 1,241 11 9,863 1,600
685

（29）　
8,263

構築物 2,222 255 ― 2,478 736
　219

（10）
1,741

車両運搬具 5 ― ― 5 5 0 0

工具器具備品 1,668 169 1 1,836 1,140
　438

（23）
695

土地 2,772 3,473 ― 6,246 ― ― 6,246

建設仮勘定 166 4,928 5,095 ― ― ― ―

有形固定資産計 15,470 10,068 5,109 20,430 3,483
　1,344

（62）
16,947

無形固定資産        

ソフトウェア ― ― ― 176 85 28 90

その他 ― ― ― 25 6 1 19

無形固定資産計 ― ― ― 201 91 30 109

長期前払費用 535 75 3 600 186 42 414

　（注) １　当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

　　　　　　建物 … 当期開業店舗建設工事（3店舗分） 1,200百万円

　　　　　　構築物 … 当期開業店舗建設工事（4店舗分） 　　　　　　　   114百万円

　　　　　　　　　　　店舗植栽・路面補修工事及びプール工事（43店舗分） 141百万円

　　　 　 　工具器具備品 … 当期開業店舗備品等（4店舗分）  　　120百万円

　　　　　　土地 … 当期開業店舗（2店舗分） 3,473百万円

当期減少の主なもの

建設仮勘定 … 有形固定資産振替 5,095百万円　

　２　「当期償却額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　３　「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。

４　無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 12 980 ― 12 980

　（注）　貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、貸倒懸念債権の洗替額及び一般債権の貸倒実績率による洗替

額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 14

預金の種類  

普通預金 1,604

定期預金 50

別段預金 8

小計 1,662

合計 1,677

ロ　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

個人 Ａ 4

個人 Ｂ 3

個人 Ｃ 3

その他 43

合計 54

売掛金滞留状況

期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)

─────
(Ａ)＋(Ｂ)

× 100

(Ａ)＋(Ｄ)
─────
２

──────
(Ｂ)

─────
366

67 7,325 7,339 54 99.3 3.0

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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ハ　商品

区分 金額（百万円）

紙袋 9

食材類 0

ドリンク類 19

合計 29

ニ　貯蔵品

区分 金額（百万円）

接客用パンフレット類 7

合計 7

ホ　差入敷金保証金

相手先 金額（百万円）

東京リース 株式会社　(注)１ 2,255

芙蓉総合リース 株式会社　(注)２ 1,544

三菱ＵＦＪリース 株式会社　(注)３ 542

オリックス・アルファ 株式会社　(注)４ 523

三井住友ファイナンス＆リース株式会社　(注)５ 322

その他　(注)６ 2,797

合計 7,985

　（注) １　アーヴェリール迎賓館（岡山）他

２　ガーデンヒルズ迎賓館（大宮）他

３　ヒルサイドクラブ迎賓館（八王子）他

４　ベイサイド迎賓館（鹿児島）

５　ベイサイドパーク迎賓館（千葉）

６　興和不動産 株式会社　他
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ｂ　負債の部

イ　買掛金

相手先 金額（百万円）

ケーアールケープロデュース 株式会社　(注)１ 307

株式会社 渋谷ローヤルサービス　(注)２ 164

茂木商事 株式会社　(注)３ 158

株式会社 フォーシスアンドカンパニー　(注)４ 151

株式会社 長沼　(注)５ 128

その他 1,686

合計 2,596

　（注) １　婚礼写真

２　配膳業務委託費

３　婚礼衣裳

４　婚礼衣裳

５　婚礼ヘアメイク

ロ　短期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社 みずほ銀行 2,000

株式会社 あおぞら銀行 300

計 2,300

ハ　一年以内返済予定長期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社 りそな銀行 477

株式会社 七十七銀行　 265

株式会社 みずほ銀行　 260

株式会社 千葉銀行　 125

住友信託銀行 株式会社 120

株式会社 南都銀行 112

その他 839

計 2,198

ニ　長期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社 みずほ銀行 3,640

株式会社 りそな銀行　 3,114

株式会社 七十七銀行　 895

株式会社 中京銀行　 512

株式会社 千葉銀行　 405

住友信託銀行 株式会社 360

その他 2,961
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相手先 金額（百万円）

合計 11,887

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

株券喪失登録 　

株券喪失登録申請料 １件につき 10,000円

株券登録料 １枚につき　　500円

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事

由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新

聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに記載しており、そのアドレスは次

のとおりであります。

　http://www.tgn.co.jp/ir/

株主に対する特典 該当事項はありません
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度 第９期（自　平成18年 4月 １日　至　平成19年 3月31日）平成19年6月28日関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書

　事業年度 第10期中（自　平成19年 4月 １日　至　平成19年 9月30日）平成19年12月20日関東財務局長に提出。

(3) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年 8月13日関東財務局長に提出

事業年度 第９期(自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

(4) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年12月18日関東財務局長に提出

事業年度 第９期(自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

(5) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類

平成20年 4月14日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成19年 6月28日

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小田　哲生　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柏嵜　周弘　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

テイクアンドギヴ・ニーズの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社テイクアンドギヴ・ニーズ及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成20年 6月27日

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小田　哲生　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柏嵜　周弘　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社テイクアンドギヴ・ニーズ及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年4月14日開催の取締役会決議において新株式の発行を決議し、

平成20年4月30日に払込が完了している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成19年 6月28日

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小田　哲生　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柏嵜　周弘　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

テイクアンドギヴ・ニーズの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第9期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テ

イクアンドギヴ・ニーズの平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成20年 6月27日

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小田　哲生　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柏嵜　周弘　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テ

イクアンドギヴ・ニーズの平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報　

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年4月14日開催の取締役会決議において新株式の発行を決議し、

平成20年4月30日に払込が完了している。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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